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発 注 説 明 書 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社が発注する除染技術実証試験事業により発生した除去

土壌等の分析業務（令和３年度）に係る入札公告に基づく一般競争入札手続等については、

中間貯蔵・環境安全事業株式会社契約規程等関係規定等に定めるもののほか、この発注説

明書によるものとする。 

 

１ 公 告 日   令和 3 年 7 月 28 日 

 

２ 契 約 職   中間貯蔵・環境安全事業株式会社 管理部長 近藤 亮太 

 

３ 業 務 概 要  

（１）業  務  名 除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務（令和３年

度） 

 

（２）業 務 内 容 過年度の内閣府発注の除染技術実証試験事業（モデル除染事業）

により発生した除去土壌等の試料を分析施設まで運搬して分析

を行う業務である。分析終了後には残試料を返却すること。 

 

（３）業 務 期 間       契約予定日から令和 3 年 12 月 31 日 

 

（４）入 札 方 法 入札金額は、業務に要する一切の費用を含めた額とする。落札決

定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パー

セントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数

がある時は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者である

か免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の

100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

（５）そ の 他 本業務は競争参加資格を確認のうえ、入札の参加者を選定し発注

するものである。 

 

４ 競争参加資格 

競争参加資格確認申請書の提出期限（令和 3 年 8 月 12 日）において次の条件を全て満

たしている者であること。 

(1) 予算決算及び会計令第 70 条及び第 71 条の規定に該当しないこと。 

  (2) 経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

  (3) 営業に関し法律上必要とする資格を有しない者でないこと。 

  (4) 競争参加資格確認申請書及びそれらの付属書類又は競争参加資格確認申請用

データ中の重要な事について虚偽の記載をし、又は重要な事実について記載
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をしなかった者でないこと。 

  (5) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立がなされている者又は民事再生法に

基づき再生手続開始の申立がなされている者でないこと。 

  (6) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条に規定する暴力団又

は暴力団員と関係がないこと。 

(7) 競争参加資格確認申請書の提出期限の日から入札執行の時までに、中間貯蔵

・環境安全事業株式会社から、指名停止措置要領に基づく指名停止を受けてい

る期間中でないこと。 

(8) 令和 01・02・03 年度（平成 31・32・33 年度）に有効な全省庁統一資格（役

務の提供等、営業品目「調査・研究」）を有する者であること。（当該参加

資格について、申請済みであり、入札日までに競争参加資格を取得する場合

も可とする。） 

(9) 設備等に関する要件 

  ① 計量証明事業登録を有すること。 

 

５ 担当部課 

  〒105-0014 東京都港区芝 1-7-17 住友不動産芝ビル３号館４階 

  中間貯蔵・環境安全事業株式会社 管理部契約・購買課(新川) TEL  03-5765-1916 

E-mail:keiyaku-1@jesconet.co.jp 

６ 競争参加資格確認申請書の確認等 

（１）本入札の参加希望者は、４に掲げる競争参加資格を有することを証明するため、

次に従い、競争参加資格確認申請書を提出し、契約職から競争参加資格の有無につ

いて確認を受けなければならない。 

なお、期限までに競争参加資格確認申請書を提出しない者又は競争参加資格がない

と認められた者は、本入札に参加することができない。 

 

（２）競争参加資格確認申請書及び確認資料の提出期限及び提出場所等 

  ① 提出期間：令和 3 年 7 月 28 日(水)から令和 3 年 8 月 12 日(木)まで 

上記期間の土曜日及び日曜日を除く毎日 

10 時から 12 時及び 13 時から 16 時以下同じ。 

  ② 提出場所：５に同じ。 

  ③ 提出方法：書面を PDF 化し電子メールで提出すること（提出期限必着）。 

   

 

（３）競争参加資格確認申請書 

    競争参加資格確認申請書は、別添「競争参加資格確認申請書」により作成すること。 

 

（４）競争参加資格確認結果の通知予定日及び方法 

   通知予定日   令和 3 年 8 月 20 日(金) 

   通 知 方 法  電子メールで通知する。 
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（５）その他 

  ① 競争参加資格確認申請書の作成及び提出にかかる費用は、提出者の負担とする。 

  ② 提出された競争参加資格確認申請書は、競争参加資格の確認以外に提出者に無

断で使用しない。 

  ③ 提出された競争参加資格確認申請書は返却しない。 

  ④ 提出期限以降における競争参加資格確認申請書の再提出（部分的な再提出を含

む。以下同じ。）は認めない。 

  ⑤ 競争参加資格確認申請書に関する問い合わせ先は５に同じ。 

 

７ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

（１）競争参加資格がないと認められた者は、契約職に対して競争参加資格がないと認

めた理由について、次に従い、書面（様式は自由）により説明を求めることができ

る。 

① 提出期限：令和 3 年 8 月 23 日(月) 12 時まで。 

② 提出場所：５に同じ。 

③ 提出方法：書面は、PDF 化して電子メールで提出すること（提出期限必着）。 

 

（２）契約職は、説明を求められたときは、説明を求めた者に対し令和 3 年 8月 24日（火）

までに書面により回答する。 

 

８ 発注説明書に対する質問及び回答 

（１）本業務の受注を検討するうえでこの発注説明書の記述内容について質問がある場

合は、次に従い、書面（別添「質問･回答書」）により提出すること。  

①提出期間：[競争参加資格に関するもの] 

令和 3 年 7 月 28 日（水）から令和 3 年 8 月 3 日（火）16：00 まで。 

[発注内容に関するもの] 

令和 3 年 8 月 20 日（金）から令和 3 年 8 月 24 日（火）16:00 まで。 

②提出場所：５に同じ。                       

③提出方法：書面は、PDF 化して電子メールで提出すること（提出期限必着）。 

 

（２）（１）の質問に対する回答は、次のとおりとする。 

[競争参加資格に関するもの] 

閲覧期間 令和 3 年 8 月 11 日（水）から令和 3 年 8 月 12 日（木） 

回答方法 閲覧により回答する。（希望者には電子メールを送信） 

回答場所 ５に同じ。 

[発注内容に関するもの] 

回 答 日 令和 3 年 9 月 1 日（水） 

回答方法 電子メールにより回答する。 

※競争参加資格を認められた者に対して回答。 
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９ 入札書の提出について 

（１）提出期限 令和 3 年 9 月 6 日（月） 16 時 00 分 

（２）提出場所 ５に同じ。 

（３）提出方法 持参又は郵送（提出期限必着） 

郵送する場合は、配達の記録が残る方法に限る。 

（４）そ の 他 入札書の日付は、入札日（入札書提出期限）までの日付を記入するこ

と。 

入札金額については、業務１式あたりの金額（税抜）を記載すること。 

開札の結果、落札者がないときは、再度入札を行う。 

 

10 開札の立ち会い等について 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、開札の立ち会いは行わない。 

※開札日当日の手順については、入札（見積）者に対する指示書に定めるとおりと

する。 

 

11 開札の日時及び場所等 

（１）日時 令和 3 年 9 月 7 日（火）13 時 00 分 

（２）場所 上記５に同じ。 

 

12 入札方法等 

（１）入札書は、持参または郵送すること（1 回目のみ。2 回目は電子メールを送信後、

原本を郵送）。 

（２）入札金額については、業務１式あたりの金額（税抜）を記載すること。 

（３）入札執行回数は、原則として 2 回を限度とする。 

（４）2 回の入札において予定価格を下回る入札者がいない場合は、最低価格入札者と

見積合せを行う。 

 

13  入札保証金  免除 

 

14  契約保証金  免除 

 

15  業務費内訳書の提示 

（１）第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載される入札金額に対応した内訳書の

提示を求める。 

（２）内訳書の様式は自由であるが、記載内容は規格、数量、単価、金額等を明らかに

すること。 

 

16  入札の無効 

入札公告に示した競争参加資格のない者の行った入札、競争参加資格確認申請書に

虚偽の記載をした者の行った入札並びに別添「入札（見積）者に対する指示書」に

おいて示した条件等入札に関する条件に違反した入札は無効とし、無効の入札を行
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った者を契約者としていた場合には契約決定を取り消す。 

なお、契約職により競争参加資格のある旨確認された者であっても、入札執行の時

において指名停止措置要領に基づく指名停止を受けているもの、その他４に掲げる

資格のないものは、競争参加資格のないものに該当する。 

 

17  落札者の決定方法 

（１）中間貯蔵・環境安全事業株式会社契約細則第９条の規定に基づいて作成された予

定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の

内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契

約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適

当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他

の者のうち最低価格をもって入札した者を落札者とすることがある。 

（２）「契約細則第１７条第３項に関する基準及び事務手続きについて（低入札の基準）」

の規程により競争入札において、予定価格が１０００万円を超える工事、測量業務、

建設コンサルタント業務、地質調査業務、補償コンサルタント業務、製造その他の

請負契約（物品の売買、賃貸等の契約を除く）において、調査基準価格を設定した

案件について、落札者となるべき者の入札価格が第２条に基づく調査基準価格を下

回る場合は、第６条に基づき低入札価格調査を行うものとする。 

（３）調査基準価格を下回った場合の措置 

  調査基準価格を下回って入札が行われた場合は、入札を「保留」とし、契約の内容

が履行されないおそれがあると認めるか否かについて、落札者となるべき者から事

情聴取、関係機関の意見照会等の調査を行い、落札者の決定をする。この調査期間

に伴う当該業務の履行期間の延長は行わない。 

 

※ 低入札の基準については下記 URL から確認できます。 

https://www.jesconet.co.jp/bid_contract/pdf/tei_nyusatsu_kijun.pdf 

 

18  契約書作成の要否等  別添委託契約書（案）により、契約書を作成する。 

 

19  支払条件  完了払い 

 

20  別添 

 （１）現場説明書 

 （２）入札（見積）者に対する指示書（質問･回答書を含む） 

 （３）委託契約書（案） 

 （４）特記仕様書 

（５）共通仕様書 

 （６）競争参加資格確認申請書  

https://www.jesconet.co.jp/bid_contract/pdf/tei_nyusatsu_kijun.pdf


「発注手続日程（予定）」                   別紙  

件名：除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務（令和３年度） 

  入札公告（ＨＰ）  ７月２８日(水) 

     

 発注説明書の交付期間 

（ＨＰよりダウンロード） 

 ７月２８日(水) 

～８月１２日(木) 

     

 

  

競争参加資格等に関する 

質問書の提出期間  

 ７月２８日(水) 

 ～８月３日(火) 

       電子メール 

    

  同質問書に対する回答期間 

  ８月１１日(水) 

   ～８月１２日(木) 

閲覧による(希望者には電子メール) 

    

 
競争参加資格申請書の提出期間 

 ７月２８日(水) 

～８月１２日(木) 

      電子メール 

 
競争参加資格の確認結果の通知 

 ８月２０日(金) 

電子メールによる 

   

  資格がないと認めた理由

の説明要求期限 

 
８月２３日(月) 

    電子メール 

  同質問に対する回答日  ８月２４日(火) 

     

 
発注内容等に関する質問書の提出期間 

  ８月２０日(金) 

～８月２４日(火) 

       電子メール 

 
同質問書に対する回答日 

  ９月１日(水) 

電子メールによる 

    

 入札書提出期限  ９月６日(月) 16：00  

  持参又は郵送（1回目のみ） 

 開      札  ９月７日(火) 13：00  

   

 契      約  ９月１０日(金) 予定 

    

 入札結果公表（ＨＰ）   

 

※期間については、土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日 10～12 時及び 13～16 時。 

※質問がある場合は、提出期限までに質問書を電子メールで送信すること。 
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現 場 説 明 書 

 

 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 

 

 

 

業 務 名   除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務（令和３年度） 

 

契約期間   契約予定日から令和 3 年 12 月 31日まで 

 

 上記業務につき下記のとおり説明する。この説明は、契約仕様書等と同様の効力を有する

ものとする。   

 

１．入札（見積）は「入札（見積）者に対する指示書」の定めるところに従って行なう。 

         

２．質問回答は、別紙「質問・回答書」により行うものとする。 

 

【競争参加資格に関するもの】 

（１）質問書提出期間 

令和 3年 7月 28日（水）から令和 3年 8 月 3日（火）16：00まで。 

上記期間の毎日 10時から 12時及び 13 時から 16 時まで。以下同じ。 

（２）提出方法 書面を PDF化し電子メールで提出すること（提出期限必着）。 

（３）質問書提出場所 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 管理部契約・購買課 

                TEL:03-5765-1916  E-mail:keiyaku-1@jesconet.co.jp 

（４）質問書に対する回答閲覧期間 

令和 3年 8月 11日（水）から令和 3年 8 月 12 日（木） 

（５）回答閲覧場所 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

※希望者には電子メール送信 

【発注内容に関するもの】 

（１）質問書提出期間 

  令和 3年 8 月 20 日（金）から令和 3 年 8月 24 日（火）16：00 まで。   

（２）提出方法 書面を PDF 化し電子メールで提出すること（提出期限必着）。 

（３）質問書提出場所 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 管理部契約・購買課 

TEL:03-5765-1916  E-mail:keiyaku-1@jesconet.co.jp 

（４）質問書に対する回答日 

 令和 3 年 9月 1日（水） 

（５）回答方法 電子メールにより回答。 

tel:03-5765-1916
tel:03-5765-1916
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 入札（見積）者に対する指示書  

 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 

 この指示書は、中間貯蔵・環境安全事業株式会社（以下「会社」という。）が締結する業

務等契約に関する入札（見積）（以下「入札」という。）執行上の注意事項並びに契約締結

上の必要事項について指示するものである。 

 

一 入札執行上の注意事項 

 

 第 1  入札者の注意事項 

   新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、入札者の立会いは行わない。 

   入札書、辞退書の提出方法及び期日については、別紙のとおり定める。 

入札者は、次の各号に掲げる事項を厳守しなければならない。 

1  入札者は、発注説明書、仕様書、契約書（案）等を熟知のうえ、入札しなければな

らない。 

2  入札者は、所定の時刻の少なくとも 10分前までに電話及び電子メールの送受信が

可能な場所で待機すること。 

3  入札書は別添様式第３号によるものとし、記載数字は、算用数字を用いること。 

4  入札金額は、仕様書及び契約書（案）（以下「仕様書等」という。）により積算す

ること。なお、入札日の前日までに仕様書等について修正があった場合は、修正後の

仕様書等により積算すること。 

5  入札書は、競争参加資格確認申請書により、会社に届け出た代表者名及び印章を押

印し、封かんのうえ入札執行者の指示に従って入札すること。 

① 代理人により入札する場合は、別添様式第１号－１の委任状を入札の執行前に提

出し、入札書には、被代理人の住所、会社名、代表者氏名及び代理人である旨を記

載し、代理人が記名押印すること。なお、委任状の作成がない限り、代理人が入札

書を記載することはできない。よって、委任する日付は、入札日以前であること。 

② 代理人が復代理人を選任する場合は、別添様式第１号－２及び第２号の復代理人

に対する委任状を提出のうえ、入札書は復代理人が記名押印すること。なお、委任

状の作成がない限り、復代理人が入札書を記載することはできない。よって、委任

する日付は、入札日以前であること。 

6  入札書には消費税及び地方消費税を含まない金額を記載すること。 

7   送付により入札書を提出する場合（送付による提出が認められている場合に限る）

は、次の方法によること。 

① 入札書の日付は、入札日（入札書提出期限）までの日付を記入すること。 

② 送付用の封筒に、担当者の名刺、委任状（代理人又は復代理人により入札する場

合に限る）、入札書が封入された封筒及び入札金額内訳書が封入された封筒を封

入すること。なお、それぞれの封筒には、会社名、件名及び在中書類の名称を明

記すること。 

③ 送付は書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律

第 99 号）第 2 条第 6 項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第 9 項に規定す

る特定信書便事業者による同条第 2 項に規定する信書便により行うこと。 
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8  入札者は、入札書を提出した後は、その引換え、変更又は取消しをすることができ

ない。 

9  入札者は、入札又は見積り執行の完了に至るまでは、いつでも入札又は見積りを辞

退することができる。 

入札者は、入札又は見積りを辞退するときは、その旨を、次の各号に掲げるところ

により申し出るものとする。 

① 入札又は見積り執行前にあっては、別添様式第１１号による入札（見積）辞退書

を発注者に直接持参し、又は送付（入札又は見積り執行日の前日までに到着するも

のに限る。）して行う。 

② 入札又は見積り執行中にあっては、入札（見積）辞退書又はその旨を明記した入

札書若しくは見積書を別紙の方法により電子メールで送信する。 

入札又は見積りを辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益

な取扱いを受けるものではない。 

 

 第 2  公正な入札の確保 

１  入札者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54 

号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

2   入札者は、入札にあたっては、他の入札者と入札意思、入札価格又は入札書、入札

金額内訳書その他提出する書類（以下「入札書等」という）の作成についていかなる

相談も行ってはならず、独自に入札価格を定めなければならない。 

3   入札者は、落札者の決定前に、他の入札者に対して、入札意思、入札価格、入札書

等を意図的に開示してはならない。 

 

 第 3  入札の無効 

   次の各号の一に該当する場合は、入札を無効とする。 

1  入札書の金額が訂正してある場合 

2  入札者の記名又は押印が欠けている場合 

3  誤字、脱字等により意思表示が不明確な場合 

4  再度入札の場合において、前回の最低額を上回る金額で入札している場合 

5  送付による入札が認められていない場合において、送付により入札書が提出された

場合 

6 送付による入札が認められている場合において、入札書の提出期限を過ぎて入札書等

が提出された場合 

7 一般競争における申請書又は資料に虚偽の記載をした者が入札を行った場合 

8 競争に参加する資格のない者が入札を行った場合 

9 同一事項の入札について、入札者が他の入札者の代理をしていると認められる場合 

10 明らかに連合によると認められる入札を行った場合 

11 前各号に掲げる場合のほか、入札に関する必要な条件を具備していない場合又は会

社の指示に従わなかった場合 

 

 第 4  入札の中止その他  

入札者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公正に執行する

ことができないと認められるときは、当該入札者を入札に参加させず、又は入札の執

行を延期し、若しくは取りやめることがある。 
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 第 5  開札及び落札者（見積りの場合は契約の相手方、以下「落札者」という。）の決定 

1  開札は、別紙の方法により行うものとする。 

2  落札者の決定方法 

① 中間貯蔵・環境安全事業株式会社契約細則第９条の規定に基づいて作成された予

定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の

内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契

約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不

適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した

他の者のうち最低価格をもって入札した者を落札者とすることがある。 

② 「契約細則第１７条第３項に関する基準及び事務手続きについて（低入札の基準）」

の規程により競争入札において、予定価格が１０００万円を超える工事、測量業務、

建設コンサルタント業務、地質調査業務、補償コンサルタント業務、製造その他の

請負契約（物品の売買、賃貸等の契約を除く）において、調査基準価格を設定した

案件について、落札者となるべき者の入札価格が第２条に基づく調査基準価格を下

回る場合は、第６条に基づき低入札価格調査を行うものとする。 

③ 調査基準価格を下回った場合の措置 

  調査基準価格を下回って入札が行われた場合は、入札を「保留」とし、契約の内

容が履行されないおそれがあると認めるか否かについて、落札者となるべき者から

事情聴取、関係機関の意見照会等の調査を行い、落札者の決定をする。この調査期

間に伴う当該業務の履行期間の延長は行わない。 

3   前号の決定方法によって落札となるべき同価の入札をした者が 2者以上あるとき

は直ちに当該入札者にくじに参加させて落札者を決定する。 

くじの参加方法については、競争参加資格確認結果の通知と併せて案内する。 

4  開札の結果は、電子メールで送信する。 

5  開札の結果、落札者がないときは、直ちに、再度の入札を行う。この場合、前回の

入札に参加しなかった者は、入札に加わることはできない。     

6  前号の再度の入札は、原則として 1 回を限度とする。 

7   前号の再度の入札の結果、落札者がないときは、最低価格提示者から順次見積り合

せを行う。 

 

二 契約上の注意事項 

 

 第 1  契約書等 

1  落札者は、会社所定の契約書の案に記名押印し、契約締結決定の日から 7 日以内に

提出しなければならない。ただし、承諾をえて、この期間を延長することができる。 

2  契約書を作成する場合において、会社が落札者とともに記名押印しなければ、当該

契約は確定しないものとする。 

3  契約締結後 14 日以内に契約金額内訳書を提出すること。 

4  別添様式第６号の着手届及び別添様式第４号の業務管理者届をそれぞれ提出する

こと。 

    5   業務の一部を第三者に委託するときは、あらかじめ別添様式第５号の再委任等承諾

申請書を提出すること。 
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 第 2  契約の保証 

  入札保証金免除、契約保証金免除。 

 

 第 3  契約代金の支払 

1  目的物が完成したときは、別添様式第７号の完了届を提出するものとする。 

2  目的物が完成し、会社の検査に合格したときは、別添様式第８号の引渡書を提出す

ること。 

3  完了代金は、別添様式第９号の代金支払請求書に基づき振込み支払とする。 

 

 

三 その他の事項 

1  入札者は、入札の際又は速やかに、入札金額内訳書を必ず提出すること。 

2  入札者は、入札の執行後においては、本指示書、仕様書等、現場の状況等について

の不明確又は不知を理由として異議を申し出ることはできない。 
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（様式第１号－１） 

 

                

         委   任   状  
 

 

 

 私は、（会社名              、所属部課名            、

氏名            ）を代理人と定め、次の権限を委任します。 

 

 

 業 務 名                                 

 

 委任事項  入札（見積）に関すること。 

 

 代 理 人                   印 

 

 

                    

 

 

                        令和  年  月  日 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

  管理部長 近藤 亮太 殿 

 

                 住  所 

 

                 会 社 名                

 

                 代 表 者               印  

                                  

 

 

※日付は入札日以前であること。 
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（様式第１号－２） 

 

                

          委   任   状  
 

 

 私は、（支社名              、所属部課名            、

氏名            ）を代理人と定め、次の権限を委任します。 

 

 業 務 名                                

 

 委任事項 一 入札（見積）に関すること。 

      二 復代理人を選任すること。 

      三 委託契約の締結及び代金の請求並びに受領に関すること。 

      四 諸願届等に関すること。 

 

  住  所 

 

  会 社 名                  

 

  代 理 人                 印 

 

  

 

 

                        令和  年  月  日 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

  管理部長 近藤 亮太 殿  

 

                 住  所 

 

                 会 社 名                  

 

                 代 表 者                 印 

  

                                  

 

※日付は入札日以前であること。 
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（様式第２号） 

 

               （復代理人用） 

         委   任   状  
 

 

 私は、（支社名              、所属部課名            、

氏名            ）を復代理人と定め、次の権限を委任します。 

 

 業 務 名                               

 

 委任事項  入札（見積）に関すること。 

 

 復 代 理 人               印 

  

 

 

 

 

 

                        令和  年  月  日 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

  管理部長 近藤 亮太 殿   

 

                住  所 

 

                会 社 名                  

 

                代 理 人                    印 

 

                 

 

※日付は入札日以前であること。 
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（様式第３号） 

 

 

入札（見積）書  
 

     

   

      

 

 金   

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円     

    

    

                                                                         

 

   業 務 名                           

 

     上記の金額により入札（見積）いたします。 

 

 

  令和  年  月  日 

 

 

               住 所      

               会 社 名                      

               代表者氏名                 

               代理人又は復代理人氏名            印 

 

                     

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

  管理部長 近藤 亮太 殿  

 

 

 

 

 （注）送付による入札の場合は、入札書提出期限までの日付を記入すること。 

    入札（見積）書は、封かんし、業務名を表記すること。 

 

 

 

 

 

  



 

- 9 - 

 

                                                                         

入札（見積）書封かん例 
 

            （表面）                         （裏面） 

 

 

 

 

    中          業 

  間          務 

管貯   令     名 

 理蔵   和         入 

 部・         

 長環          

  境   年      札 

  安          

  全             ）  

   事   月        

 殿業             見 

  株          

  式   日       積 

  会             

    社            （   

               

書 

                    

 

  入札者の名称  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  印   

  

 印  

  

 

 

 

 

社名等 
 

  印   

  

 

 

※入札金額内訳書は別の封筒に入れ、会社名、業務名及び入札金額内訳書在中の旨表記する

こと。 
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（様式第４号） 

                       令和  年  月  日 

 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

  管理部長 近藤 亮太 殿  

 

 

                 住 所      

 

                 会 社 名                    

 

                 代表者氏名               

 

 

業務管理者届  
 

 

     業 務 名                           

 

 

    標記の業務について、（氏名        ）を業務管理者として、選任いたし 

 

   ますので、当人の経歴書を添えてお届けします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 

部 署 名： 

責任者名： 

担当者名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

Ｅ-mail ： 
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（様式第４号－１） 

 

経   歴   書 

 

氏 名 

 

生 年 月 日 

 

現 住 所 

 

最 終 学 歴 

 

資格及び取得年月日 

 

 

 

職 歴 

 

 

 

業 務 歴 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

上記のとおり相違ありません。 

 

氏 名           
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（様式第５号） 

 

 

再委任等承諾申請書 

 

令和  年  月  日 

 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 管理部長 近藤 亮太   殿 

 

 

                 住   所 

                 会 社 名 

                 代表者氏名              

 

 

 本件業務の実施に当たり、下記により業務の一部を再委任等したく、本件契約書第５条の

規定に基づき承諾を求めます。 

 

記 

 

１ 業務名： 

 

２ 契約金額： 

 

３ 再委任等を行う業務の範囲： 

 

４ 再委任等を行う業務に係る経費： 

 

５ 再委任等を必要とする理由： 

 

６ 再委任等を行う相手方の商号又は名称及び住所： 

 

７ 再委任等を行う相手方を選定した理由（再委任等する業務を履行する能力など）： 

                        

  
担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 

部 署 名： 

責任者名： 

担当者名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

Ｅ-mail ： 
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（様式第６号） 

                       令和  年  月  日 

 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

  管理部長 近藤 亮太 殿  

 

 

                 住 所      

 

                 会 社 名                   

 

                 代表者氏名              

 

 

着  手  届  
 

 

      業 務 名                          

 

 

      標記の業務について、令和  年  月  日着手しますので、 

 

     お届けします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 

部 署 名： 

責任者名： 

担当者名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

Ｅ-mail ： 
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（様式第７号） 

                       令和  年  月  日 

 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

  管理部長 近藤 亮太 殿  

 

 

                 住 所      

 

                 会 社 名                    

 

                 代表者氏名               

 

 

完  了  届  
 

 

      業 務 名                           

 

 

      標記の業務について、令和  年  月  日（一部）完了し 

     ましたので、お届けします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 

部 署 名： 

責任者名： 

担当者名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

Ｅ-mail ： 



 

- 15 - 

（様式第８号） 

令和  年  月  日 

 

 

  中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

  管理部長 近藤 亮太  殿  

 

 

           

                          住   所 

                   会 社 名 

                                   代表者氏名                     

 

 

 

引  渡  書 
       

 

 

     業 務 名                              

  

                   一部完了 

標記業務について、令和 年 月 日に      検査に合格いたしましたので、これを
                

完  了 

お引き渡し致します。
 

 

 

  

担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 

部 署 名： 

責任者名： 

担当者名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

Ｅ-mail ： 
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（様式第９号） 

令和  年  月  日 

 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

管理部長 近藤 亮太 殿 

                                  

                                 

                                      所 在 地                   

                                  商号又は名称 

                                代 表 者 名                         印 

 

 

代金支払請求書 
                              

   

  業 務 名                                   

 

 上記の業務については、令和  年  月  日に完了いたしましたので下記のとおり請

求いたします。   

 

 

記 

 

金                  円  

                                                              

上記金額について、下記にお振込戴きたくお願いします。 

 

振込指定金融機関                  

          支店名                                     

 

                                                            

預 金 種 別                          

 

口 座 番 号                          

 

口 座 名 義                          
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（様式第 10号） 

 

開札立会申込書 

                                                                        

 業 務 名     

 

  

  

  

  

  

  

 開札日時  令和  年  月  日   時  分 

 
開札場所

 

 

 東京都港区芝１－７－１７住友不動産芝ビル３号館 

 中間貯蔵・環境安全事業(株)   

  会社名 

  及び 

 代表者名 

 

 

                                         

立会者 

所属・職名 

氏名 

連絡先 

 

 

                      印 

 TEL 

 

 ※注 郵便等による入札が認められた場合において提出のこと 

 

  ① 入札者及び入札者に常時雇用されている者が開札に立ち会うことができます。 

   本書面による申し込みの無い者は開札に立ち会うことができません。 

  ② 開札の立ち会いに当たっては、契約職により競争参加資格があることが確認された

旨の通知書の写しを持参し、開札の時刻の少なくとも 10 分前に集合して下さい。 

  ③ 本書面の提出  

   提出期限 令和  年  月  日（ ）   時 

提出場所 東京都港区芝１－７－１７ 住友不動産芝ビル３号館 ４階  

         中間貯蔵・環境安全事業(株) 管理部 契約・購買課 

             ＦＡＸ０３－５７６５－１９３９ 電話０３－５７６５－１９１６ 

      提出方法 持参、郵送又はＦＡＸ 
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（様式第１１号） 

                                                         令和  年  月  日 
 
中間貯蔵・環境安全事業株式会社 
管理部長 近藤 亮太 殿 

 
住   所             
会 社 名             
代表者氏名 印 

                                         
 
 

入札（見積）辞退書 
 
 

業 務 名                                                   
                                                                     
 
 

標記について入札を辞退いたします。 
 
   辞退となった理由（可能な範囲で記載願います） 
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質問・回答書 

 

    業務名 

 

  

 

 

    会社名 

 

 

                                                   

 

   担当者名 

 

                                                   

 

質問番号 

 

仕様書頁 

 

       質  問 

 

       回  答 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

  

１．質問がある場合はこの様式により質問を提出してください。 

２．期限までに「質問回答書」の提出が無い場合は、質問なしと見做します。郵送の場合期限

まで必着のこと。 

   

                            中間貯蔵・環境安全事業株式会社 



                               別添 

除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務（令和３年度） 

 

■令和 3年 9月 6日（月） 

時刻 入札参加者 JESCO 

16：00 ①入札書及び入札金額内訳書（持参又

は郵送）の提出期限 

②開札日当日の待機者 2 名の提出期

限（メール） 

 

 

 

■令和 3年 9月 7日（火） 

 

開札（1回目） 

時刻 入札参加者 JESCO 

13:00 
※待機すること 

1回目開札 

13:15 JESCOから結果メールを送信 

 

再度の入札を行う場合 

時刻 入札参加者 JESCO 

13:45 2回目の入札書又は辞退書（押印済み

PDF）の提出期限（メール） ※待機

すること 

 

14:00 
※待機すること 

2回目開札 

14:15 JESCOから結果メールを送信 

 

 注 1：2回の入札の結果、落札者がないときは、最低価格提示者から順次見積合わせを行

うので、別途連絡する。 

 注 2：落札者となるべき者の入札価格が調査基準価格を下回る場合は、低入札価格調査

行うので、別途連絡する。 

 注 3：辞退する場合は、期限までに辞退する旨のメールを送信すること（その場合は辞

退書を添付）。 

 注 4：PDFで送信した入札書及び辞退書の原本は、後日郵送すること。 

注 5：メール送付先 E-mail: keiyaku-1@jesconet.co.jp 
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委 託 契 約 書（案） 

 

 

１ 業  務  名     除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務（令和３年度） 
 

２ 業 務 期 間    自 令和 年  月  日 
                 至  令和３年１２月３１日 

 

３ 業務委託料   金         円 

          （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額金        円） 

 

４ 支 払 方 法   完了払 

 

 

 

 この契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

令和 年 月  日 

 

               委託者 住 所 東京都港区芝一丁目７番１７号 

氏 名  中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

                          管理部長   近藤 亮太   印 

 

受託者  住 所   

氏 名   
                                      印 
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 （総則） 

第１条 委託者及び受託者は、この契約書（頭書を含む。以下同じ。）に基づき、仕様書（特記仕様

書及び質問回答書をいう。以下同じ。）に従い、この契約（この契約書及び仕様書を内容とする業

務の委託契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。 

２ 受託者は、契約書及び仕様書に記載の業務（以下「業務」という。）を契約書記載の業務期間（以

下「業務期間」という。）内に完了し、契約の目的物（以下「成果物」という。）を委託者に引き

渡すものとし、委託者は、その業務委託料を支払うものとする。 

３ 委託者は、その意図する業務を遂行させるため、業務に関する指示を受託者に対して行うことが

できる。この場合において、受託者は、当該指示に従い業務を行わなければならない。 

４ 受託者は、この契約書に特別の定めがある場合又は前項の指示若しくは委託者と受託者で協議が

ある場合を除き、業務を遂行するために必要な一切の手段をその責任において定めるものとする。 

５ 受託者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６ この契約書及び仕様書における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９号）及び商

法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。 

７ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

８ この契約に係る訴訟の提起又は調停（第３５条の規定に基づき、委託者と受託者で協議の上選任

される調停人が行うものを除く。）の申立てについては、日本国の裁判所をもって合意による専属

的管轄裁判所とする。                   

 （指示等及び協議の書面主義） 

第２条 この契約書に定める指示、催告、請求、通知、報告、申出、承諾、質問、回答及び解除（以

下「指示等」という。）は、書面により行わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情がある場合には、委託者及び受託者は、前項に

規定する指示等を口頭で行うことができる。この場合において、委託者及び受託者は、既に行った

指示等を書面に記載し、７日以内にこれを相手方に交付するものとする。 

３ 委託者及び受託者は、この契約書の他の条項の規定に基づき協議を行うときは、当該協議の内容

を書面に記録するものとする。 

  （権利義務の譲渡等の禁止） 

第３条 受託者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならな

い。ただし、あらかじめ、委託者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

 （著作権等の譲渡等） 

第４条 受託者は、成果物が著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２条第１項第１号に規定する著

作物（以下「著作物」という。）に該当する場合には、当該著作物に係る受託者の著作権（著作権

法第２１条から第２８条に規定する権利をいう。）を当該著作物の引渡し時に委託者に無償で譲渡

するものとする。 

２ 委託者は、成果物が著作物に該当するとしないとにかかわらず、当該成果物の内容を受託者の承

諾なく自由に公表することができる。 

３ 委託者は、成果物が著作物に該当する場合には、受託者が承諾したときに限り、既に受託者が当

該著作物に表示した氏名を変更することができる。 

４ 受託者は、成果物が著作物に該当する場合において、委託者が当該著作物の利用目的の実現のた

めにその内容を改変するときは、その改変に同意する。また、委託者は、成果物が著作物に該当し
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ない場合には、当該成果物の内容を受託者の承諾なく自由に改変することができる。 

５ 受託者は、成果物（業務を行う上で得られた記録を含む。）が著作物に該当するとしないとにか

かわらず、委託者が承諾した場合には、当該成果物を使用又は複製し、又第１条第５項の規程にか

かわらず、当該成果物の内容を公表することができる。 

６ 委託者は、受託者が成果物の作成に当たって開発したプログラム（著作権法第１０条第１項第９

号に規定するプログラムの著作物をいう。）及びデータベース（著作権法第１２条の２に規定する

データベースの著作物をいう。）について、受託者が承諾した場合には、別に定めるところにより、

当該プログラム及びデータベースを利用することができる。 

 （一括再委託の禁止） 

第５条 受託者は、業務の全部又は主たる部分を一括して第三者に委任し、又は委託してはならない。 

  ただし、業務の一部であってあらかじめ委託者の承諾を得た場合はこの限りではない。 

 （特許権等の使用） 

第６条 受託者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護されてい

る第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっているものを使用するときは、その使

用に関する一切の責任を負わなければならない。 

 （業務管理者） 

第７条 受託者は、業務管理者を選任し、その氏名その他必要な事項を委託者に通知しなければなら

ない。 

２ 業務管理者は、この契約の履行に関し、その運営及び統括を行うほか、業務委託料の変更、業務

期間の変更、業務委託料の請求及び受領並びにこの契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づ

く受託者の一切の権限を履行することができる。   
３ 委託者は、業務管理者又は第５条の規定により受託者から業務を委任され、若しくは請け負った

者がその業務の遂行につき著しく不適当と認められるときは、受託者に対して、その理由を明示し

た書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。    
４ 受託者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、その結

果を請求を受けた日から１０日以内に委託者に通知しなければならない。 

 （調査社員） 

第８条 委託者は、調査社員を置いたときは、その氏名を受託者に通知しなければならない。調査社

員を変更したときも、同様とする。 

２ 調査社員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく委託者の権限とされる

事項のうち委託者が必要と認めて調査社員に委任したもののほか、仕様書に定めるところにより、

次に掲げる権限を有する。 

 一 委託者の意図する業務を完了させるための受託者又は受託者の業務管理者に対する業務に関す

る指示 

 二 この契約書および仕様書の記載内容に関する受託者の確認の申出又は質問に対する承諾又は回

答 

 三 この契約の履行に関する受託者又は受託者の業務管理者との協議 

 四 業務の進捗の確認、仕様書の記載内容と履行内容との照合その他この契約の履行状況の調査 

３ 委託者は、２名以上の調査社員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそれぞれの調査

社員の有する権限の内容を、調査社員にこの契約書に基づく委託者の権限の一部を委任したときに
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あっては当該委任した権限の内容を、受託者に通知しなければならない。 

４ 第２項の規定に基づく調査社員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなければならな

い。 

５ この契約書に定める書面の提出は、仕様書に定めるものを除き、調査社員を経由して行うものと

する。この場合においては、調査社員に到達した日をもって委託者に到達したものとみなす。 

（業務計画書の提出） 

第９条 受託者は、この契約締結後、１４日以内に仕様書に基づき、業務計画書を作成し、委託者に

提出しなければならない。 

 （条件変更等） 

第１０条 受託者は、業務を遂行するに当たり、次の各号の一に該当する事実を発見したときは、そ

の旨を直ちに委託者に通知しなければならない。 

 一 仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと（これらの優先順位が

定められている場合を除く。）。 

 二 仕様書に誤謬又は脱漏があること。 

 三 仕様書の表示が明確でないこと。 

 四 履行上の制約等仕様書に示された自然的又は人為的な履行条件が実際と相違すること。 

 五 仕様書に明示されていない履行条件について予期することのできない特別な状態が生じたこ

と。 

２ 委託者は、前項の規定による通知があったときは、直ちに調査を行わなければならない。この場

合において、受託者は委託者の行う調査に立ち会わなければならない。 

 （仕様書の変更） 

第１１条 委託者は、必要があると認めるときは、仕様書の変更内容を受託者に通知して、仕様書を

変更することができる。この場合において、委託者は、必要があると認められるときは業務委託料

を変更し、又は受託者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 （業務の一時中止） 

第１２条 委託者は、必要があると認めるときは、業務の中止内容を受託者に通知して、業務の全部

又は一部を一時中止させることができる。 

２ 委託者は、前項の規定により業務を一時中止した場合において、必要があると認められるときは

業務委託料を変更し、又は受託者が業務の続行に備え業務の一時中止に伴う増加費用を必要とした

とき若しくは受託者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（適正な業務期間の設定） 
第１３条 委託者は、業務期間の延長又は短縮を行うときは、この業務に従事する者の労働時間その

他の労働条件が適正に確保されるよう、やむを得ない事由により業務の実施が困難であると見込ま

れる日数等を考慮しなければならない。 
 （受託者の請求による業務期間の延長） 

第１４条 受託者は、その責めに帰すことができない事由により業務期間内に業務を完了することが

できないときは、その理由を明示した書面により委託者に業務期間の延長変更を請求することがで

きる。 
２ 委託者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるときは、業務

期間を延長しなければならない。委託者は、その業務期間の延長が委託者の責めに帰すべき事由に



 
 

- 5 - 

よる場合においては、業務委託料について必要と認められる変更を行い、又は受託者に損害を及ぼ

したときは必要な費用を負担しなければならない。 

（委託者の請求による業務期間の短縮等） 

第１５条 委託者は、特別の理由により業務期間を短縮する必要があるときは、業務期間の短縮変更

を受託者に請求することができる。 

２ 委託者は、前項の場合において、必要があると認められるときは、業務委託料を変更し、又は受

託者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

 （業務期間の変更方法） 

第１６条 業務期間の変更については、委託者と受託者で協議して定める。ただし、協議開始の日か

ら１４日以内に協議が整わなかったときは、委託者が定め、受託者に通知する。 

 （業務委託料の変更方法等） 

第１７条 業務委託料の変更については、委託者と受託者で協議して定める。ただし、協議開始の日

から１４日以内に協議が整わない場合には、委託者が定め、受託者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、委託者が受託者の意見を聴いて定め、受託者に通知するものと

する。ただし、委託者が業務委託料の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しな

い場合には、受託者は協議開始の日を定め、委託者に通知することができる。 

３ この契約書の規定により、受託者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に委託者が

負担する必要な費用の額については、委託者と受託者で協議して定める。 

 （一般的損害の負担） 

第１８条 業務の完了前に、業務を行うにつき生じた損害（次条に規定する損害を除く。）について

は、受託者がその費用を負担する。ただし、その損害のうち委託者の責めに帰すべき事由により生

じたものについては、委託者が負担する。 
（第三者に及ぼした損害） 

第１９条 業務を行うにつき第三者に及ぼした損害について、当該第三者に対して損害の賠償を行わ

なければならないときは、受託者がその賠償額を負担する。 

 （業務委託料の変更に代える仕様書の変更） 

第２０条 委託者は、第１１条、第１２条、第１４条、第１５条及び第１８条の規定により業務委託

料を増額すべき場合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、業務委託料の

増額又は負担額の全部又は一部に代えて仕様書を変更することができる。この場合において、仕様

書の変更内容は、委託者と受託者で協議して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議

が整わない場合には、委託者が定め、受託者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、委託者が受託者の意見を聴いて定め、受託者に通知しなければ

ならない。ただし、委託者が前項の業務委託料を増額すべき事由又は費用を負担すべき事由が生じ

た日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受託者は、協議開始の日を定め、委託者

に通知することができる。 

 （検査及び引渡し） 

第２１条 受託者は、業務を終了したときは、その旨を委託者に通知しなければならない。 

２ 委託者又は委託者が検査を行う者として定めた社員（以下「検査員」という。）は、前項の規定

による通知を受けたときは、通知を受けた日から１４日以内に受託者の立会いの上、業務の終了を

確認するための検査を完了し、当該検査の結果を受託者に通知しなければならない。 
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３ 委託者は、前項の検査によって業務の完了を確認した後、受託者が成果物の引渡しを申し出たと

きは、直ちに当該成果物の引渡しを受けなければならない。 

４ 受託者は、業務が前２項の検査に合格しないときは、直ちに必要な措置を講じて委託者の検査を

受けなければならない。 

 （業務委託料の支払） 

第２２条 受託者は、前条第２項の検査に合格したときは、業務委託料の支払を請求することができ

る。 

２ 委託者は、前項の規定により請求があったときは、請求を受けた月の翌月末日までに業務委託料

を支払わなければならない。 

３ 委託者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に検査をしないときは、その期限を

経過した日から検査をした日までの期間の日数は、前項の期間（以下「約定期間」という。）の日

数から差し引くものとする。この場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、

約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみなす。 

（契約不適合責任） 
第２３条 委託者は、引き渡された成果物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以

下「契約不適合」という。）であるときは、受託者に対し、成果物の修補又は代替物の引渡しによ

る履行の追完を請求することができる。 
２ 前項の場合において、受託者は、委託者に不相当な負担を課するものでないときは、委託者が請

求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 
３ 第１項の場合において、委託者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行

の追完がないときは、委託者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求す

ることができる。 
一 履行の追完が不能であるとき。 
二 受託者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
三 成果物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契

約をした目的を達することができない場合において、受託者が履行の追完をしないでその時期を

経過したとき。 
四 前三号に掲げる場合のほか、委託者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見

込みがないことが明らかであるとき。 
（委託者の任意解除権） 

第２４条 委託者は、業務が完了するまでの間は、次条又は第２６条の規定によるほか、必要がある

ときは、この契約を解除することができる。 
２ 委託者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受託者に損害を及ぼしたときは、

その損害を賠償しなければならない。 
（委託者の催告による解除権） 

第２５条 委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその履行の

催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、その期間を

経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、

この限りでない。 
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一 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。 
二 履行期間内に完了しないとき又は履行期間経過後相当の期間内に業務を完了する見込みがない

と認められるとき。 
三 業務管理者を配置しなかったとき。 
四 正当な理由なく、第２３条第１項の履行の追完がなされないとき。 
五 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 
（委託者の催告によらない解除権） 

第２６条 委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除するこ

とができる。 
一 第３条の規定に違反して業務委託料債権を譲渡したとき。 
二 この契約の成果物を完成させることができないことが明らかであるとき。 
三 受託者がこの契約の成果物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
四 受託者の債務の一部の履行が不能である場合又は受託者がその債務の一部の履行を拒絶する意

思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができな

いとき。 
五 契約の成果物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなけれ

ば契約をした目的を達することができない場合において、受託者が履行をしないでその時期を経

過したとき。 
六 前各号に掲げる場合のほか、受託者がその債務の履行をせず、委託者が前条の催告をしても契

約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 
七 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に

規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関与していると認めら

れる者に業務委託料債権を譲渡したとき。 
八 第２８条又は第２９条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 
九 受託者が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受託者が個人である場合にはその者を、受託者が法人である場合にはその役員又は

その支店若しくは常時業務等の契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同

じ。）が暴力団員であると認められるとき。 
ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 
ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 
ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 
ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。 
ヘ 再委託契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当することを

知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 
ト 受託者が、イからホまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方として

いた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、委託者が受託者に対して当該契約の解除を求め、
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受託者がこれに従わなかったとき。 
（委託者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第２７条 第２５条各号又は前条各号に定める場合が委託者の責めに帰すべき事由によるものである

ときは、委託者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 
（受託者の催告による解除権） 

第２８条 受託者は、委託者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、

その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した

時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限り

でない。 
（受託者の催告によらない解除権） 

第２９条 受託者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することができ

る。 
一 第１１条の規定により仕様書を変更したため業務委託料が３分の２以上減少したとき。 
二 第１２条の規定による業務の一時中止期間が履行期間の１０分の５（履行期間の１０分の５が

６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、一時中止が業務の一部のみの場合は、その

一部を除いた他の部分の業務が完了した後３月を経過しても、なおその一時中止が解除されない

とき。 
（受託者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第３０条 第２８条又は前条各号に定める場合が受託者の責めに帰すべき事由によるものであるとき

は、受託者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 
（解除に伴う措置） 

第３１条 委託者は、この契約が業務の完了前に解除された場合において、受託者が既に業務を終了

した部分があると認めたときは、既履行部分を検査の上、当該検査に合格した部分に相応する業務

委託料（以下「既履行部分業務委託料」という。）を受託者に支払わなければならない。 

２ 前項に規定する既履行部分業務委託料は、委託者と受託者で協議して定める。ただし、協議開始

の日から１４日以内に協議が整わない場合には、委託者が定め、受託者に通知する。 

３ 業務の完了後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理については委託者及

び受託者が民法の規定に従って協議して決める。 

（委託者の損害賠償請求等） 

第３２条 委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損害の賠

償を請求することができる。 

一 履行期間内に業務を完了することができないとき。 

二 この契約の成果物に契約不適合があるとき。 

三 第２５条又は第２６条の規定により成果物の引渡し後にこの契約が解除されたとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であ

るとき。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受託者は、業務委託料の１０

分の１に相当する額を違約金として委託者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 第２５条又は第２６条の規定により成果物の引渡し前にこの契約が解除されたとき。 

二 成果物の引渡し前に、受託者がその債務の履行を拒否し、又は受託者の責めに帰すべき事由に
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よって受託者の債務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場合とみなす。 

一 受託者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法律第７５号）

の規定により選任された破産管財人 

二 受託者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４年法律第１

５４号）の規定により選任された管財人 

三 受託者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第二号に該当する場合とみな

される場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受託者の責めに帰することがで

きない事由によるものであるときは、第１項及び第２項の規定は適用しない。 

５ 第１項第一号に該当し、委託者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、業務委託料から既履行

部分に相応する業務委託料を控除した額につき、遅延日数に応じ、年２．５パーセントの割合で計

算した額とする。 

（受託者の損害賠償請求等） 

第３３条 受託者は、委託者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた損害の賠償

を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取引上の社会通念に照ら

して委託者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでない。 

一 第２８条又は第２９条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

二 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能である

とき。 

２ 第２２条第２項の規定による業務委託料の支払いが遅れた場合においては、受託者は、未受領金

額につき、遅延日数に応じ、年２．５パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを委託者

に請求することができる。 

（契約不適合責任期間等） 

第３４条 委託者は、引き渡された成果物に関し、第２１条第３項又は第４項の規定による引渡し（以

下この条において単に「引渡し」という。）を受けた日から２年以内でなければ、契約不適合を理

由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除（以下この条にお

いて「請求等」という。）をすることができない。 

２ 前項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の根拠

を示して、受託者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 

３ 委託者が第１項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及び第６項におい

て「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を受託者に通知した場合に

おいて、委託者が通知から１年が経過する日までに前項に規定する方法による請求等をしたときは、

契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。 

４ 委託者は、第１項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に関し、民法の

消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。 

５ 前各項の規定は、契約不適合が受託者の故意又は重過失により生じたものであるときには適用せ

ず、契約不適合に関する受託者の責任については、民法の定めるところによる。 

６ 民法第６３７条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 
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７ 委託者は、成果物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項の規定にかかわ

らず、その旨を直ちに受託者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすることはでき

ない。ただし、受託者がその契約不適合があることを知っていたときは、この限りでない。 

８ 引き渡された成果物の契約不適合が仕様書の記載内容、委託者の指示又は貸与品等の性状により

生じたものであるときは、委託者は当該契約不適合を理由として、請求等をすることができない。

ただし、受託者がその記載内容、指示又は貸与品等が不適当であることを知りながらこれを通知し

なかったときは、この限りでない。 

（紛争の解決） 

第３５条 この契約の各条項において委託者と受託者で協議して定めるものにつき協議が整わなかっ

たときに委託者が定めたものに受託者が不服がある場合その他契約に関して委託者と受託者の間に

紛争を生じた場合には、委託者及び受託者は、委託者受託者双方の同意により選任した調停人のあ

っせん又は調停によりその解決を図る。この場合において、紛争の処理に要する費用については、

委託者と受託者で協議して特別の定めをしたものを除き、委託者と受託者のそれぞれが負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、委託者又は受託者は、必要があると認めるときは、同項に規定する手

続前又は手続中であっても同項の委託者と受託者の間の紛争について民事訴訟法（平成８年法律第

１０９号）に基づく訴えの提起又は民事調停法（昭和２６年法律第２２２号）に基づく調停の申立

てを行うことができる。 

（談合等の不正行為に係る違約金） 

第３６条 本契約に関し、受託者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受託者は、委託

者の請求に基づき、契約期間全体の支払総額の１０分の１に相当する金額を違約金（損害賠償額の

予定）として委託者の指定する期間内に支払わなければならない。本契約が終了した後も同様とす

る。 

一 本契約に関し、受託者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第

５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受託者が構成事業者である

事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受託者に

対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の

規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定した

とき（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り消された場合を含

む。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命

令が受託者又は受託者が構成事業者である事業者団体（以下「受託者等」という。）に対して行

われたときは、受託者等に対する命令で確定したものをいい、受託者等に対して行われていない

ときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号において「納

付命令又は排除措置命令」という。）において、本契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第

１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

三 納付命令又は排除措置命令により、受託者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違

反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合

において、本契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が受託者に

対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である

当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、
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かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

四 本契約に関し、受託者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４０年

法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号に規

定する刑が確定したとき。 

２ 受託者が前項の違約金を委託者の指定する期間内に支払わないときは、受託者は、当該期間を経

過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年２．５パーセントの割合で計算した額の遅延利

息を委託者に支払わなければならない。 

（補則） 

第３７条 この契約に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、必要に応じて委託者と受託

者で協議して定める。 
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１．業務名 

  除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務(令和３年度) 

 

２．業務期間 

  契約日から令和 3年 12月末日とする。 

 

３．業務概要 

過年度の内閣府発注の除染技術実証試験事業（モデル除染事業）により発生

した除去土壌等の試料を分析施設まで運搬して分析を行う業務である。分析終

了後には残試料を返却すること。 

 

４．業務内容 

（１） 分析場所 
受託者の分析施設とする。 
 

（２）試料（採取済み） 
当該除去土壌等は、某市が管理するプールの周辺の除染及びプールに残置さ

れていた水の凝集沈殿処理を実施した際に発生したもので、土壌、プール表面

研磨屑、藻類等及び凝集剤が含まれている。なお、凝集剤には放射性セシウム

吸着のためにフェロシアン化鉄（シアン化合物に分類される）が添加されてい

る。除去土壌等の放射性物質濃度は 2 万～7 万 Bq/kg の範囲にある。 

表１ 分析対象とする試料の収納容器と採取量 
 

試料番号※ 内容物 収納容器 採取量
ポリ瓶 985g
ガラス瓶 163g

液体 ポリ瓶 1ℓ
ポリ瓶 1017g
ガラス瓶 172g
ポリ瓶 970g
ガラス瓶 147g

液体 ポリ瓶 1ℓ
ポリ瓶 1016g
ガラス瓶 208g
ポリ瓶 1023g
ガラス瓶 161g
ポリ瓶 1010g
ガラス瓶 143g
ポリ瓶 962g
ガラス瓶 161g
ポリ瓶 1114g
ガラス瓶 190g
ポリ瓶 1002g
ガラス瓶 160g
ポリ瓶 1008g
ガラス瓶 191g
ポリ瓶 1022g
ガラス瓶 192g
ポリ瓶 1026g
ガラス瓶 211g

※試料番号は委託者の整理上、連番としていない。

⑩ 土壌

⑭ 土壌

⑮ 土壌

⑦ 土壌

⑧ 土壌

⑨ 土壌

④ 土壌

⑤ 土壌

⑥ 土壌

① 土壌

② 土壌

③ 土壌
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既に土壌試料は表１に示すような状態で採取済みであり、委託者が技術実証

フィールド（福島県大熊町の中間貯蔵施設エリア内）にて一時保管している。 

ここで、①～⑮（⑪～⑬は欠番）は除去土壌等が収納されていたドラム缶の

番号であり、これらの 12 個のドラム缶から分析用の試料をポリ瓶とガラス瓶

（油分 n-Hex抽出物質の分析向け）に採取している。なお、①、③からは液体

（表層の浮き水）も採取したので、試料容器数は計 26 個となっている。試料

容器には番号、内容物重量、採取年月日等が記載してあり、チャック付きビニ

ール袋に入れ、クーラーボックスに収納している。 

参考としてドラム缶収納時における除去土壌等の外観、表面線量等につき参

考資料 1に示す。 
 
（３）分析項目 
  表２に分析項目を示す。 
 
 

 

１．土壌分析

（１）放射性物質

　放射性物質濃度

　放射性物質溶出量

（２）三成分等

　水分（含水率） 昭和48年環境庁告示第13号  備考 105℃加熱  重量法

　可燃分 - 水分、灰分からの計算法

　灰分 JIS M 8812 6.灰分定量方法準用 800℃加熱  重量法

　単位容積重量
JIS R 9301-2-3 4.重装かさ密度の測定法準

用
重量法

　低位発熱量 JIS Z 7302-2発熱量試験方法準用 総発熱量､水分及び水素分からの計算法

（３）元素等

　炭素　C 土壌環境分析法 CHNコーダ法

　水素　H 土壌環境分析法準用 CHNコーダ法

　窒素　N 土壌環境分析法 CHNコーダ法

　酸素　O - 計算法

　硫黄　S JIS Z 7302-7硫黄分試験方法準用 燃焼-イオンクロマトグラフ法

　塩素　Cl JIS Z 7302-6全塩素分試験方法準用 燃焼-イオンクロマトグラフ法

（４）含有量（乾物基準）

　酸化カルシウム　CaO JIS K 0119 10.4 または JIS R 5202準用 蛍光X線（半定量分析） または 酸分解-原子吸光法

　二酸化ケイ素　SiO2 JIS K 0119 10.4 または JIS R 5203準用 蛍光X線（半定量分析） または 強熱-重量法

　酸化マグネシウム　MgO JIS K 0119 10.4 または JIS R 5204準用 蛍光X線（半定量分析） または 酸分解-原子吸光法

　酸化ナトリウム　Na2O JIS K 0119 10.4 または JIS R 5205準用 蛍光X線（半定量分析） または 酸分解-原子吸光法

　酸化カリウム　K2O JIS K 0119 10.4 または JIS R 5206準用 蛍光X線（半定量分析） または 酸分解-原子吸光法

　酸化アルミニウム　Al2O3 JIS K 0119 10.4 または JIS R 5207準用 蛍光X線（半定量分析） または 酸分解-ICP発光分光法

　酸化第二鉄　Fe2O3 JIS K 0119 10.4 または JIS R 5208準用 蛍光X線（半定量分析） または 酸分解-ICP発光分光法

　五酸化二リン　P2O5 JIS K 0119 10.4 または JIS R 5209準用 蛍光X線（半定量分析） または 酸分解-原子吸光法

項目 準拠 分析方法

環境省　放射能濃度等測定方法ガイドラ

イン  平成25年  文部科学省放射能測定シ

リーズ準拠

高純度ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ半導体検出器によるｶﾞﾝﾏ線ｽﾍﾟｸﾄﾙ法

表 2 分析項目 
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 なお、準拠や分析方法については業務計画書に記載し、調査社員の承諾を得

ること。 

 

（４） 試料の運搬及び引き渡し、返却 
１）技術実証フィールド（大熊町）において受託者へ試料を引き渡す。受託

者は試料を分析施設まで運搬すること。 
２）試料の引き渡しの際、年月日、運搬担当者、運搬車両番号、受領担当者、

試料の重量・員数・健全性・表面汚染密度等を委託者受託者の両者で相

互確認し記録すると共に適宜写真撮影を行うこと。なお、令和３年２月

に試料の表面汚染密度が 4Bq/cm2 以下であることを委託者が確認して

いる。 
３）分析が終了次第、試料残渣等を技術実証フィールド（大熊町）まで運搬

し、委託者へ返却すること。 
  返却に際し、受託者は試料残渣容器の表面汚染密度の測定を行い

　水銀及びその水銀化合物　Hg 底質調査方法：平成24年 硝酸-過マンガン酸カリウム還流分解法

　カドミウム及びその化合物　Cd 底質調査方法：平成24年 酸分解  ICP質量分析法

　鉛及びその化合物　Pb 底質調査方法：平成24年 酸分解  ICP質量分析法

　クロム及びその化合物　Cr 底質調査方法：平成24年 酸分解  フレーム原子吸光法  または  ICP質量分析法

　砒素及びその化合物　As 底質調査方法：平成24年 酸分解  ICP質量分析法

　セレン及びその化合物　Se 底質調査方法：平成24年 酸分解  ICP質量分析法

　銅　Cu 底質調査方法：平成24年 酸分解  フレーム原子吸光法  または  ICP質量分析法

　亜鉛　Zn 底質調査方法：平成24年 酸分解  フレーム原子吸光法  または  ICP質量分析法

　鉄　Fe 底質調査方法：平成24年 酸分解  フレーム原子吸光法  または  ICP質量分析法

　マンガン　Mn 底質調査方法：平成24年 酸分解  フレーム原子吸光法  または  ICP質量分析法

    セシウム　Cs 底質調査方法：平成24年　準用 酸分解  ICP質量分析法

　シアン化合物　CN 底質調査方法：平成24年 4-ピリジンカルボン酸-ピラゾロン吸光光度法

　油分（n-Hex抽出物質） 油汚染対策ガイドラインTPH試験法準用 n-ヘキサン抽出  重量法

（５）溶出

　シアン化合物　CN 平成3年環境庁告示第46号
pH2以下蒸留4-ピリジンカルボン酸-ピラゾロン吸光

光度法

２．液体分析

（１）放射性物質

　放射性物質濃度

環境省　放射能濃度等測定方法ガイドラ

イン  平成25年  文部科学省放射能測定シ

リーズ準拠

高純度ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ半導体検出器によるｶﾞﾝﾏ線ｽﾍﾟｸﾄﾙ法

（２）その他成分

　シアン化合物　CN JIS K 0102：2019 pH2以下蒸留4-ピリジンカルボン酸-ピラゾロン吸光

光度法
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4Bq/cm2以下であることを確認すること。その後、試料残渣容器をチャ

ック付きビニール袋に入れ、更に大きなビニール袋に複数の試料残渣容

器を収納して、必要に応じてパッキング材を詰めて、ペール缶（ステン

レス製、容量 20L、蓋をリングで固定型）3 缶に納めること。 
  また、技術実証フィールドにおいて、年月日、運搬担当者、運搬車両番

号、受領担当者、試料の重量・員数・健全性・表面汚染密度等を委託者

受託者の両者で相互確認し記録すると共に適宜写真撮影を行うこと。な

お、試料の収支記録（重量、員数等）を作成しておくこと。 
４）試料の運搬（引き渡し時、返却時の両方）に際しては、事前に運搬計画

書（参考資料 2 に作成例を示す）を都度作成し、委託者の了解を取るこ

と。運搬当日には、出発から到着までの状況報告を随時行うこと。 
５）委託者から再分析の指示を行う場合があるため、分析結果について調査

社員に報告し承諾を受けるまでは返却しないこと。 

 

５．安全対策及び放射線管理の徹底 
（１）受託者は、安全に関する諸法令及び放射性物質に関わる関連法令等（電

離則、ガイドライン含む）を遵守すると共に、常に本業務の安全に留意し

て災害の防止を図ること。 
（２）放射性物質とシアン化合物の両方を含む試料を扱う作業となるため、新

たにリスクアセスメントを行い、それに対応した放射線管理計画（試料取

り扱い、個々の作業手順、飛散防止対策、廃棄物・排水の管理、記録管

理、安全管理等を含む）を策定し、業務計画書に含めること。特に、グロ

ーブボックスやチャンバー等での試料の取り扱いを徹底して外部へ飛散さ

せないことや、試料の希釈倍率の調整により分析機器から排出される放射

性セシウム濃度を抑制すること、分析前後での排気口部の周辺環境の空間

線量率測定を行うなどを盛り込むこと。 
（３）個人線量計等を用いた作業員の放射線の被ばく線量の管理や、使用した

機材や脱衣後保護具等に対するGMサーベイメータによる表面汚染密度の

確認等、放射線管理を徹底すること 
（４）受託者は、作業中常に完全な安全装備（保護衣・保護具等）を常備し、

これを必要とする作業には、必ず作業員に着用させるものとする。 
 

６．業務体制 

（１）本業務の履行にあたっては、次に示す技術者を配置すること。 

１）配置する技術者とその業務 

  主任技術者   ：業務遂行の技術上の管理、業務計画の策定 

  放射線管理責任者：放射性物質の取扱い及び分析等に関わる作業計画

等の放射線管理の統括、指導 

 

２）主任技術者の要件については、次のア、イの要件全てを満たすもので

あること。 

 ア．放射性 Cs を含む水、除去土壌等のいずれかの調査又は分析経験を
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有するものであること。 

 イ．環境計量士（濃度関係） 

 

３）放射線管理責任者の要件については、次の①、②の要件全てを満たす

ものであること。 
 ①第 1 種放射線取扱主任者免状若しくは第 2 種放射線取扱主任者免状を

有する者又は次に掲げる専門教育機関等の講習のいずれかを受講した

者 
 ア．国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が行う放射線防護コー

ス（旧放射線防護基礎コース、旧放射線防護基礎課程）、放射線安

全管理コース（旧ラジオアイソトープコース）、旧放射線管理コー

ス、旧 RI・放射線初級コース、旧 RI・放射線上級コース 
 イ．国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子医学・医療部門

放射線医学総合研究所が行う旧放射線防護課程、旧放射線影響・防

護応用課程、旧放射線影響・防護基礎課程、旧ライフサイエンス課

程 
 ウ．日本原子力発電株式会社が行う原子力発電所の旧放射線管理員養

成コース 
 エ．公益財団法人放射線計測協会が行う放射線管理入門講座、放射線

管理計測講座 
 オ．原子力企業協議会が行う旧放射線管理員養成講習 
 カ．厚生労働省委託「原発事故からの復旧・復興従事者の適正な放射

線管理実施の指導事業」における旧管理者教育 
 ②放射線管理の実務経験が 1 年以上の者 
 

７．打合せ等 
 打合せ（web での実施含む）は、業務着手時、最終報告時、その他調査社

員が指示した時に実施すること。また、打合せには主任技術者が対応するこ

と。打合せ協議の都度、原則として翌日に協議内容を取りまとめた議事録を

作成し提出すること。 
 
８．提出書類（表 3） 

業務完了時に、実施した分析の操作、条件、結果等を記載した分析結果報告

書（写真、図表等を含む）を提出すること。 
分析結果を電子データにより提出する場合、その書式については、調査社員

が指定するデータ形式により提出するものとする。また、成果物の格納媒体

DVD-R 等には、事業年度及び事業名称等を収納ケース及び DVD-R 等に必ず

付記すること。 
 

表 3 提出書類一覧 
No. 項目 部数 備考 
1 業務計画書 2 契約締結後 14 日以内 
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2 分析結果報告書 3  
3 DVD-R 等 1 

 

4 打合せ議事録 1 
 

 
９．中間貯蔵施設エリアへの入退域 

（１）中間貯蔵施設エリアへの入退域に際しては一時立入許可証を提示のこと

（事前に中間貯蔵施設エリア内への一時立入申請を済ませ、許可証を入手

しておくこと）。 
 
（２）退域時は、作業員及び業務車両の汚染検査（スクリーニング）を行い、

異常のないことを確認し、スクリーニング結果を調査社員へ報告するこ

と。 
 
（３）スクリーニングは表面汚染密度を測定できるGM式サーベイメータを用

いて行うこと。 
 
（４）スクリーニングの結果、汚染が確認された場合は直ちに調査社員へ連絡

しその指示に従うこと。 
 

１０．特殊勤務手当 
 帰還困難区域における業務には労務単価に加えて特殊勤務手当として、屋内

作業は一人一日あたり 1,300 円、4 時間以上の屋外作業は一人一日あたり

6,600 円、4 時間未満の屋外作業は一人一日あたり 3,960 円を加えるものとす

る。本業務における帰還困難区域の作業は、2 名×屋外 4 時間未満×2 回（引き

取り、返却）と想定し、15,840 円とする。なお、特殊勤務手当は実績による精

算変更の対象とする。 
 
１１．共通仕様書の適用 

  本業務は、特記仕様書による他、「中間貯蔵に係る調査・研究業務共通仕

様書（第 3.0 版）」（平成 30 年 12 月）に基づき実施すること。 
 

１２．その他 

（１）受託者は、本仕様書に疑義が生じたとき、本仕様書により難い事由が生

じたとき、あるいは本仕様書に記載のない細部については、調査社員と

速やかに協議し、その指示に従うこと。 

（２）本業務の実施項目等が変更や追加になった場合には、別途協議を行うも

のとする。 

（３）業務終了後、分析等に使用した試験用器具類で不要になったものや廃棄

物等の当該試料残渣以外のものについては、受託者の責任において適切

に処分すること。 

 



測定面
測定結果
［µSv/h］

上部
（蓋開放前ドラム缶蓋上部）

1.21

側面 1.76

上部
（蓋開放後内容物上部）

1.93

上部
（蓋開放前ドラム缶蓋上部）

2.08

側面 3.14

上部
（蓋開放後内容物上部）

2.96

上部
（蓋開放前ドラム缶蓋上部）

2.28

側面 4.05

上部
（蓋開放後内容物上部）

4.26

上部
（蓋開放前ドラム缶蓋上部）

1.59

側面 2.00

上部
（蓋開放後内容物上部）

2.98

上部
（蓋開放前ドラム缶蓋上部）

1.15

側面 1.77

上部
（蓋開放後内容物上部）

1.68

上部
（蓋開放前ドラム缶蓋上部）

1.15

側面 1.37

上部
（蓋開放後内容物上部）

1.76

上部
（蓋開放前ドラム缶蓋上部）

1.52

側面 2.82

上部
（蓋開放後内容物上部(小袋)）

①2.79
②2.27
③3.30

上部
（蓋開放前ドラム缶蓋上部）

4.61

側面 7.37

上部
（蓋開放後内容物上部）

6.02

上部
（蓋開放前ドラム缶蓋上部）

2.68

側面 4.43

上部
（蓋開放後内容物上部）

4.90

上部
（蓋開放前ドラム缶蓋上部）

3.18

側面 5.25

上部
（蓋開放後内容物上部）

6.05

上部
（蓋開放前ドラム缶蓋上部）

1.78

側面 3.87

上部
（蓋開放後内容物上部）

4.71

上部
（蓋開放前ドラム缶蓋上部）

2.24

側面 6.42

上部
（蓋開放後内容物上部）

4.95

乾燥状態

№ 内容物

⑩
土砂

下部含水多
い

乾燥状態

⑥
土砂

下部含水多
い

湿潤状態

④
土砂

下部含水多
い

乾燥状態

②
腐葉土
土砂

湿潤状態

⑮
土砂

下層含水多
い

湿潤状態
表面　2～3cm程度水浮き
上～中層　粘土混じり砂　暗灰褐色
下層　シルト混じり砂　暗灰色

粘土混じり砂　褐色～暗灰色

粘土混じり砂　褐色～暗灰色

⑧
土砂

下部含水多
い

やや
湿潤状態

上～中層　粘土混じり砂　褐色
下層　シルト混じり砂　暗灰色

⑨ 土砂 乾燥状態
上層　粘土混じり砂　褐色
中～下層　粘土混じり砂　褐色～暗
灰色

⑭ 土砂

上層　粘土混じり砂　褐色～暗灰色
中～下層　シルト混じり砂　暗灰色

⑦

水処理
浮上物様

プラスチッ
ク片

混じる

湿潤状態

腐敗植物片　黒色
土壌小袋がドラム缶に収納されてい
る（試料は３袋から均等に採取し混
合したもの）

上～中層　砂質土　灰褐色
下層　シルト混じり砂　暗灰色

⑤
土砂

中～下部
含水多い

やや
湿潤状態

上層　粘土混じり砂　暗褐色
中～下層　シルト混じり砂　暗灰褐
色

表面　2～3cm程度水浮き　腐葉土
褐色
表面下～下層　シルト混じり砂　暗
灰色

③
液体
土砂

液状態
表面　10cm程度水　黄色
沈殿　シルト混じり砂　暗灰色

ドラム缶収納時における除去土壌等の外観、表面線
量等

ドラム缶表面線量（R3.2月測定）

①
液体
土砂

液状態
表面　20cm程度水　褐色
沈殿　シルト混じり砂　暗灰色

表面状態 除去土壌等の性状、色等 土壌外観

参考資料１



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務 

（令和3年度） 

 

 

 

除去土壌等の試料の運搬・保管計画書 

 

 
 
 
 
 
 
 

令和３年○月 

 

 

 

○○○○株式会社

参考資料 2 

受託者作成のための参考事例 
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１. 運搬概要 

福島県双葉郡大熊町内の技術実証フィールドから○○都道府県○○市内の○○○株

式会社の○○○分析センターへ除去土壌等の試料を運搬する。 

 

２. 運搬実施者等 

運搬実施者：○○○株式会社 

運搬担当者：○○ ○○（携帯電話）○○○○○○○○ 

      ○○ ○○（携帯電話）○○○○○○○○       

 

３. 搬出元・搬出先及び運搬対象数量と運搬距離 

搬出元：技術実証フィールド第一資材置場 

所在地：福島県双葉郡大熊町大字夫沢字長者原731-1他 
 

搬出先：○○株式会社○○○分析センター  

所在地：○○都道府県○○○市○○○○○○ 

 

運搬対象物数量：試料運搬容器2箱 

 

試料名 荷姿（内容物） 試料重量 
放射性物

質濃度 
除去土

壌等 
運搬容器（クーラーボックス）  

：0.64×0.34×0.36ⅿ：2 箱 
     （風袋 2kg） 
 
採取容器：1L 用容器×12 本 
     （風袋 0.1kg） 

100mL 用容器×12 本 
（風袋 0.1kg） 
1L 用容器×2 本 
（風袋 0.1kg） 

運搬容器：2 ㎏×2=4kg 
1L 試料×12 本＝約 22kg
（土壌） 

100ｍL 試料×12 本＝4kg
（土壌） 

1L 試料×2 本＝3kg  

（液体） 
計 約 33kg  

 
採取容器はチャック付き

ビニール袋に封入し、運

搬容器に収納 

2～7 万

Bq/kg 

 

運搬距離：約○○○km 
高速道路利用：有り 

運搬時間：片道○○○分程度 

運搬車両：○○○○○ ナンバー ○○ ○○○ 

 

４. 運搬予定日 

運搬予定日：R○○年○月○日（○） 

運搬時刻： ○○時○○分 

     分析センター到着時刻を想定した上で、技術実証フィールドでの除去土

壌等の試料受け取り時間を JESCO と調整する。 
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   JESCO 担当者  
○○部○○○課  ○○ ○○ 携帯○○○○○○○○○ 

○○部○○○課  ○○ ○○ 携帯○○○○○○○○○ 

 

５. 運搬ルート 
運搬ルート図（添付-1）による。 
 

６. 車両への表示 
 運搬車両には所定の表示（添付-2）を行う。 
 

７. 除染土壌等を取扱う際に注意すべき事項 
別紙-1「除去土壌等の運搬時における注意事項」による。 

 
８. 事故時における応急の措置に関する事項 

別紙-2「緊急時対応マニュアル」による。 
 

９. 運搬車両へ備え付ける書類(特措法施行規則第57条第1項第2号イ) 
運搬車両には特措法施行規則で指定された書面を備えるものとする。 

（1） 環境省と JESCO との間の委託契約に係る契約書に JESCO の受託業務に係る

委託を受ける者としてその氏名又は名称が記載されている者である旨を証する

書面及び必要事項書面（以下の（2）～（7）） 
（2） 運搬を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏

名 
（3） 運搬する除染土壌等の数量 
（4） 運搬を開始した年月日 
（5） 運搬する除染土壌等を積載した場所及び運搬先の場所の名称、所在地及び連絡

先 
（6） 除去土壌等の運搬時における注意事項（別紙-1） 
（7） 緊急時対応マニュアル（別紙-2） 

 
１０. 除去土壌等からの放射線量の低減措置等(特措法施行規則第23条第1項第4号ニ) 

除去土壌等を運搬車に積載後、車体4方向での放射線量を測定し、以下に記載する法

令基準値以下であることを確認する。 （添付-3） 
（1） 車体前方から 1m の距離で 100μSv/h以下 
（2） 車体後方から 1m の距離で 100μSv/h以下 
（3） 車体両側面(荷台が解放式の場合は一番外側のタイヤ)より 1m の距離で

100μSv/h以下 
 

１１. 事故時の対応に必要な器具等の携行(特措法施行規則第23条第1項第4号ホ) 
除去土壌等の試料運搬時に事故等が発生した場合の応急措置に必要な器具等を運搬車

両に備え付ける。  
（1） 除去土壌等試料回収器具（スコップ、デッキブラシ、ほうき、ちりとり、土の

う袋、ビニール袋等） 
（2） 保護具 
（3） 除染区画を示すロープ、カラーコーン等 
（4） 除染中の警告を示す標識 
（5） 照明器具（懐中電灯等） 
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（6） 消火器 
（7） サーベイメータ（NaI シンチレーション式サーベイメータ、電離箱式サーベイ

メータ、GM 管式サーベイメータ等） 
（8） 携帯電話 
（9） 砂 土嚢 2 袋 
（10） 水 20L 

 
１２. 運搬記録の作成・保存 (特措法施行規則第23条第1項第7号イ及びロ) 

除染土壌等である試料の運搬記録を作成し、運搬を終了した日から起算して5年間、

保存する。（添付-4） 
（1） 運搬した除染土壌等の種類及び数量 
（2） 除去土壌等の運搬を開始した年月日 
（3） 除去土壌等の運搬を終了した年月日 
（4） 除去土壌等積載場所の名称、所在地、担当者 
（5） 運搬担当者の氏名 
（6） 運搬車両の車両登録番号 
（7） 除去土壌等運搬先の名称、所在地、担当者 
 

１３. 除去土壌等の保管 

 運搬した除去土壌等は、本分析業務が終了するまで○○○○の所定場所に一時保管す

る。保管する場合は下記項目に注意すること。 
 
(1)立入禁止措置と除去土壌等の保管の表示（添付-5） 

(ア) 試料を所定の場所に置きカラーコーン及びコーンバー等で立入禁止区画を設

ける。 
(イ) 空間線量率測定の結果、立入禁止区画の空間線量率が 2.5μ㏜/hを超える恐

れがある場合には、2.5μ㏜/h以下になる場所まで立入禁止区画を拡張す

る。 
(ウ) 除去土壌等の保管に関する表示を行う。 

 
(2)空間線量率測定（添付-6） 

(ア) 運搬容器の表面線量率及び立入禁止区画の空間線量率測定を測定し表示す

る。 
(イ) 除去土壌等の試料を保管した場合には、技術実証フィールドの敷地境界の空

間線量率測定を実施し記録する。 
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(3)記録の保存  
基本事項 
 
 
 
（添付-4） 

・保管した除去土壌等の量 
・保管した除去土壌等ごとの保管を開始した年月日 
・保管した除去土壌等ごとの保管を終了した年月日 
・搬入元の場所の名称及び所在地 
・保管後の持出先の場所の名称及び所在地 

引渡し・ 受入

情報 
 
（添付-4） 

・当該除去土壌等を引き渡した担当者の氏名 
・当該除去土壌等の引渡しを受けた担当者の氏名 
・運搬車の自動車登録番号又は車両番号 （運搬車を用いて当

該引渡しに係る運搬が行われた場合） 

保管場所の維持

管理 

・当該保管の場所の維持管理にあたって行った測定、点検、検

査の内容 

保管場所での空

間線量率の測定 
 
 
 
 
（添付-6） 

・敷地境界線（囲い）の位置及び測定点の位置 
・測定年月日 
・測定方法 
・測定に使用した測定機器 
・測定結果（バックグラウンド、敷地境界における空間線量

率） 
・測定を行った者の氏名又は名称 

除去土壌等の放

射能濃度等 

・容器表面の表面線量率 （除去土壌等が入った容器ごと、も

しくは複数個の容器単位） 

 

１４. 運搬及び保管作業 

 除去土壌等の運搬及び作業手順については特措法、特措法施行規則、除染電離則及び

関連法規に基づいた作業手順を策定し、これに従って運搬作業等を行う 

【作業手順】 

  （事前準備） 

 車両、道具、書類の準備、帰還困難区域一時立入許可証の入手、運搬日の JESCO と

の調整等 

  （当日） 
（1） 技術実証フィールドに集合 
（2） JESCO と作業前相互確認 TBM 等 
（3） 資機材の確認（緊急時の資機材等含む） 
（4） 土壌試料等の確認・積込・固縛（添付-7） 

(ア) 除去土壌等の試料の員数、健全性、表面汚染密度等の確認 
(イ) 運搬容器の蓋が開放しないように運搬容器をラッシングベルトで固縛する。 
(ウ) 運搬車両の所定位置に運搬容器を設置する。 
(エ) 運搬車両のフックにラッシングベルトを通し運搬容器を固定する。 

（5） 運搬車両の線量測定 
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(ア) 除去土壌等を運搬車に積載後に車体 4 方向（前方、後方、両側面）の放射線

量を測定する。測定位置は車両から 1m の距離とする。 
(イ) 運搬車両の測定した結果は、「運搬車両線量率測定記録」（添付-3）に記録す

る。 
（6） 必要書類（９．運搬車両へ備え付ける書類 を参照）及び車両表示の掲示物

確認。（添付-2） 
（7） 運搬ルートの確認をする。（添付-1） 
（8） 運転者のスクリーニング実施、記録 
（9） 技術実証フィールドから出発 

運搬ルートは決められたルート以外は通行しない。また、適宜、JESCOへ

状況を電話連絡 

（10） ○○○株式会社○○○分析センター到着、電話連絡 

（11） ○○○○へ荷下ろし 

(ア) 運搬容器を破損させないように慎重に取扱すること。 

(イ) 荷降ろし後、１２.除去土壌等の保管（1）①、②、③に従う。 

（12） 運搬車両スクリーニング、記録 

(ア) スクリーニングはタイヤ及びタイヤハウスの他、運搬容器を積込んだ荷室で

も行うこと。 

(イ) スクリーニングの手順は JESCO「放射線管理手順 スクリーニング」を基に

行う。 

（13） 運搬完了の電話連絡を行う。 

 

なお、以上のイベントにおいては適宜写真撮影を行う。 

 

以上 

  



 

i 
 

 

運搬ルート 

 

1. 大熊町 技術実証フィールド→○○○→○○○→・・・・・・→休憩○○SA  

  →・・・・・       →○○○○株式会社○○○分析センター 

 

2. ルート全体図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 実証フィールド周辺図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. ○○○○○分析センター周辺図 

 

  

添付-１ 

地図にルートを分かる

ように記載する 

周辺図（詳細図）は必

要に応じて添付 

周辺図（詳細図）は必

要に応じて添付 

途中の休憩予定地も記

載する 



 

ii 
 

 
除染土壌等の運搬車両と表示 

 
 
 
 
 
 
 

図 1 標識(運搬車表示用) 

 

図 2 放射性物質回収作業時の表示 

 
・運搬車両に除染土壌等を運搬していることを示す「除染土壌等運搬車」との表示を掲出

する。（図 1） 
・万一の飛散・漏洩等の場合には警告表示（図 2）を行う。なお、飛散・漏洩等に備え

て、運搬車両には消火器や線量計、回収器具（除染道具等）を積載する。 
  

運搬車表示 

写真１ 運搬車への表示 

添付-２ 

警 告
放射性物質汚染除染中

許可なき者の立入を禁ず

除去土壌等 

運搬車 

○○○○株式会社 

文字サイズ 140P 以上 

文字サイズ 100P 以上 
29.7cm 

42cm 



 

iii 
 

年 月 日

 車両のナンバー （車両番号は当日記載とする）

 測定者名

測定結果 単位：μSv/h　

測定面 3回目 4回目 5回目 平　均

全面

左側面

右側面

後面

B.G

 車両の種類

 測定機器メーカー
 型式名

 メーカー名：○○○○○
型　式　：○○○○○○○○

1回目 2回目

運搬時における車両の空間線量率測定記録

 出発地点の住所、施設名
 住　所：福島県双葉郡大熊町大字夫沢字長者原731-1他
 施設名：中間貯蔵施設　技術実証フィールド　第一資材置場

 空間線量率の測定年月日

  

添付-3 



 

iv 
 

 
除染土壌等運搬記録 

 

運搬した 

除去土壌

等 

数量(単位) 
運搬 

開始年月日 

運搬 

終了年月日 

搬入元（積載地）名

称及び所在地 

担当者 

運搬 

担当者 

運搬車 

自動車登録番号 

運搬先名称及び 

所在地 

担当者 

  

 
   年  月  日     年  月  日        

   
     年  月  日     年  月  日       

   
     年  月  日     年  月  日       

   
     年  月  日     年  月  日       

   
     年  月  日     年  月  日       

   
     年  月  日     年  月  日       
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除去土壌等保管場の位置図、立入禁止措置等 

 

1. 除去土壌等試料保管の場所 

 
2. 除去土壌等試料保管図及び立入禁止措置 

 
 
3.保管時の表示 
 以下の表示を現場に掲示する。 
 
 

除去土壌等の保管場 
業務名 除染技術実証試験事業により発生した除去

土壌等の分析業務（令和 3 年度） 
種類 除去土壌等 
期間 R3 年○月○日～R3 年○月○日 
担当者 ○○ ○○ 

連絡先電話 ○○○○○○○○○○ 
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○○分析センター内での試料保管の場所を図示 

試料保管イメージを図示 
コーンバーによる立入禁止措置等含む 
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令和 ３ 年 ○月　 ○○日　

令和 ３ 年 ○月　 ○○日　

 測定者名 （氏名）

測定結果 単位：μSv/h　

測定地点 2回目 3回目 4回目 平　均

測定点① 0.11 0.12 0.11 0.11

測定点② 0.14 0.15 0.13 0.14

測定点③ 0.16 0.15 0.16 0.16

測定点④ 0.19 0.17 0.18 0.18

測定点⑤ 0.13 0.14 0.12 0.13

測定位置 （図面や写真を添付）

② 敷地境界線

保管囲い

① ③
⑤

 バックグラウンド

④

土 0.16 0.16

芝生 0.17 0.18

アスファルト 0.13 0.13

アスファルト 0.12 0.11

アスファルト 0.13 0.14

 保管の開始年月日

 測定機器メーカー
 型式名

 メーカー名：●●●●
 　型　式　：●●●●

地面の状態 1回目 5回目

保管時における空間線量率測定記録

 保管場所の住所、施設名
 住　所：●●県●●市●●町●番地●号
 施設名：○○○○○○○○○分析センター

 空間線量率の測定年月日 天候 ○○

土壌試料

記入例
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除去土壌等の積み込み・固縛 
 
・除去土壌等試料運搬容器は約 0.64m×0.33m×0.36m のクーラーボックス（図 1）が２

個である。 
・これらを運搬車両にラッシングベルト等でしっかり固縛して運搬する。（図 2） 
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図 1 試料運搬容器 

図 2 運搬容器固縛方法 



 

 
 

 

別紙１ 

 

 

「除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務 

(令和３年度)」 

 

 

 

分析試料の運搬及び保管業務 

除去土壌等の運搬時における注意事項 

 

 

 

 

 

 

令和３年○月 

 

 

 

 
○○○○○株式会社 
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１.目的 
福島県双葉郡大熊町の技術実証フィールドから○○○○都道府県○○市の○○○○

株式会社分析センターへ除去土壌等試料を運搬する際の注意事項を明記し、これらに係

る事故等の発生防止を目的とする。 
 

２.適用範囲 
 本注意事項は、「除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務(令和３年

度)」で取り扱う除去土壌等試料の運搬及び保管業務に適用する。 
 

３.関係法令等 
（1）適用法令等 

・平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事

故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法

(以下「特措法」) 
・平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事

故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法

施行規則(以下 「特措法施行規則」 ) 
・東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するため

の業務等に係る電離放射線障害防止規則 (以下「除染電離則」) 
・放射性同位元素等車両運搬規則 
・放射性同位元素等車両運搬規則の細目を定める告示 

（2）適用マニュアル等 
・除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務（令和 3 年度）」

除去土壌等試料の運搬・保管計画書 
・緊急時対応マニュアル（別紙 2） 

 
４.取扱注意事項 
（1） 共通事項 

本業務で運搬する除去土壌等試料は、採取容器に封入し、その採取容器をビニール

袋に密封した状態で運搬容器内に収納している。また、運搬容器は蓋が不用意に開か

ないよう PP バンドで固定しているため、容易に飛散・流出する恐れはないと考える

が、数万 Bq/kg の放射能濃度を持つため、 以下の事項に注意する。 
① 運搬容器には、 必要がなければ近づかないこと。 
② 荷下ろしが完了するまで、運搬容器を開放しないこと（緊急時は除く）。荷下ろし

完了時に開放する際は、法令に基づいた保護具を装着すること。 
③ 万一、除去土壌等試料を飛散・流出させた場合は「緊急時対応マニュアル」に基づ
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き対応すること。 
（2） 積載時 

① 運搬車両に積載する際に、除去土壌等試料の飛散流出を防止するため運搬容器を

破損させないよう注意すること。 
② 運搬車両に積載後、ラッシングベルト等を用いて運搬容器を固縛すること。また、

確実に固縛されているかダブルチェックすること。 
③ 運搬車両に積載後、運搬車両の前後左右から 1m の距離で 100μSv/h を下回って

いることを確認すること。 
（3）運搬時 

① 運搬時は運搬車両両側面に「除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の

分析業務（令和 3 年度）」除去土壌等試料の運搬・保管計画書に規定された標識を

明示すること。 
② 運搬時は道路交通法を遵守し、交通事故の防止に努めること。特に急ハンドル、

急ブレーキに気を付け、慎重に運転すること。 
③ 運搬経路は「除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務（令和

3 年度）」除去土壌等試料の運搬・保管計画書の添付 1 に示す経路で運搬するこ

と。 
（4）荷下ろし時 

① 車両後退時は必ず誘導員の指示のもと後退するものとし、 誘導員が運転手の視

界から見えなくなった時は、直ちに車両を停止させること 
② 荷下ろし時は、除去土壌等試料の飛散流出を防止するため運搬容器を破損させな

いよう注意すること。 
③ 荷下ろし後、所定の保護具を着用した上で、運搬容器内の採取容器に破損がない

こと等の健全性を確認すること。 
④ 置場の周囲にカラーコーンで立入禁止措置を講じた上で、保管場であることを表

示板等により明示すること。 
 
５.その他 

（1）作業時の詳細等については除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分

析業務（令和 3 年度）」除去土壌等試料の運搬・保管計画書を参照のこと。 
（2）本注意事項及び「除染技術実証試験事業により発生した除染除去土壌等の運搬及び

保管計画書」、「緊急時対応マニュアル」で規定されていない事象が発生した場合は、

以下と協議の上対応するものとする。 
○○○株式会社 放射線管理責任者 ○○ ○○ （電話番号） 
        主任技術者    ○○ ○○ （電話番号） 

          業務管理者    ○○ ○○ （電話番号） 
以上  



 
別紙２ 

 

 

「除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務 

(令和３年度)」 

 

 

分析試料の運搬及び保管業務 

緊急時対応マニュアル 

 
 
 
 
 
 
 
 

令和３年○月 

 

 

○○○○○株式会社
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１. 目的 
福島県双葉郡大熊町の技術実証フィールドから○○○○都道府県○○市の○○○○

株式会社分析センターへ除去土壌等試料を運搬する際に発生した緊急事態への対応を

定めることにより、迅速な初動の確保と共に飛散防止や安全の確保を目的とする。 
 

２. 適用範囲 
 本注意事項は、「除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等の分析業務(令和３年

度)」で取り扱う除去土壌等試料の運搬及び保管業務に適用する。 
  
３. 関係法令等 
（1）.適用法令等 

・東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染する ための

業務等に係る電離放射線障害防止規則 (以下「除染電離則」) 
・平成23 年3 月11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故に

より放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法(以下「特措

法」) 
・平成23 年3 月11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故に

より放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法施行規則(以
下「特措則」) 
・除染関係ガイドライン「第3編 除去土壌の収集・運搬に係るガイドライン」、「第

4編 除去土壌の保管に係るガイドライン」(以下「ガイドライン」) 
（2）.関連規定・マニュアル等 
  ・放射線管理規定(中間貯蔵・環境安全事業株式会社) 
 
４. 管理体制 

職務 担当者 業務 

統括責任者 ○○ ○○ 
除染技術実証試験事業により発生した除去土壌等

の分析業務全般における管理 

運搬実施者 ○○ ○○ 
除染技術実証試験事業により発生し除去土壌等の

分析業務に際し、試料運搬を分担する 

放射線管理 ○○ ○○ 
緊急時の現場責任者 

 
 
５. 緊急時の対応 

（1） 作業者が汚染された場合の措置 
① 身体表面の汚染の時 



 

2 
 

(ア) GM 管式サーベイメータにて身体汚染検査をした結果、

40Bq/cm2(13,000cpm)を上回）っていた場合は40Bq/cm2(13,000cpm)を下回

るまで除染を行う。 
(イ) 複数回除染を行っても40Bq/cm2 (13,000cpm)を下回る事が出来ない場合は、

汚染部位を養生材等で固定し汚染拡散防止措置を行う。 
(ウ) 放射線管理事務局長及び統括責任者は緊急時連絡体制表に基づき、速やかに

関係各所へ事故発生の連絡を行う。 
(エ) 作業者を直ちに医療機関へ搬送し、医師の診察を受けさせる。 
(オ) 所轄の労働基準監督署へ事故の報告を行う。 

 
② 身体内部の汚染 

(ア) 経口あるいは経気道摂取による内部被ばくが疑われる場合は、鼻スミヤテス

ト等を用いて内部被ばく検査を実施する。 
(イ) 裂傷あるいは経皮吸収による内部被ばくが疑われる場合は、その部位をGM 

管式サーベイメータにて汚染検査を行う。 
(ウ) 有意な汚染が検出された場合、運搬実施者は緊急時連絡体制表に基づき、速

やかに関係各所へ事故発生の連絡を行う。 
(エ) 作業者を直ちに医療機関へ搬送し、医師の診察を受けさせる。 
(オ) 所轄の労働基準監督署へ事故の報告を行う。 

 
（2） 事故由来廃棄物等が飛散・流出した際の措置 

① 飛散・流出した場合 
(ア) 直ちに作業を中断し、飛散・流出の拡大を防止する。(容器を密閉する等)。 
(イ) 作業者は直ちに管理責任者へ連絡する。 
(ウ) 作業者は作業終了後にGM 管式サーベイメータで汚染検査を実施する 
(エ) 40Bq/cm2(13,000cpm)を上回っていた場合は、濡れウエス等を用いて

40Bq/cm2(13,000cpm)を下回るまで除染を行う。 
(オ) 連絡を受けた放射線管理事務局長及び統括責任者は緊急時連絡体制表に基づ

き、速やかに関係各所へ事故発生の連絡を行う。 
(カ) 超過時は作業していた作業者の身体汚染検査を実施する。 
(キ) 当該区域に立ち入り禁止措置(カラーコーンによる閉鎖等)を実施し、併せて

標識等で周知を行う。 
(ク) 当該区域に立ち入る際は適切な保護具を着用する。 
(ケ) GM 管式サーベイメータによる直接法もしくはスミヤろ紙による間接法にて

汚染検査を行い、40Bq/cm2(13,000cpm)を超過している範囲を確定する。 
(コ) 汚染範囲の境界をテープ等で示す。 
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(サ) 必要に応じて汚染範囲境界外を養生する。 
(シ) 飛散・流出した試料が拡散しないよう、慎重に回収する。 
(ス) 全量回収後、もしくは回収しきれない細かい試料を濡れウエス等で除染す

る。 
(セ) 除染した場所をGM 管式サーベイメータによる直接法もしくはスミヤろ紙に

よる間接法にて汚染検査を行い、40Bq/cm2(13,000cpm)以下になっているか

確認する。40Bq/cm2(13,000cpm)を超えている場合は40Bq/cm2(13,000cpm)
以下になるまで除染を実施する。 

(ソ) 立入禁止措置を解除する。 
(タ) 除染作業に従事した作業員の身体汚染検査を実施する。 
(チ) GM 管式サーベイメータにて身体汚染検査をする。身体汚染をした結果、

40Bq/cm2(13,000cpm)を上回っている場合は40Bq/cm2(13,000cpm)以下にな

るまで除染を行う。 
(ツ) 所轄の労働基準監督署へ事故の報告を行う。 

 
（3） 人身事故の場合の措置 

① 軽傷の時 
(ア) 直ちに作業を中断し、放射線管理事務局長及び統括責任者へ状況を連絡す

る。 
(イ) 連絡を受けた放射線管理事務局長及び統括責任者は緊急時連絡体制表に基づ

き、速やかに関係各所へ事故発生の連絡を行う。 
(ウ) 負傷者は必要に応じて自身で圧迫止血等の応急処置を実施する。 
(エ) 負傷者は汚染検査室へ移動させ、汚染検査に備える。 
(オ) 負傷者の身体汚染検査を実施する。裂傷等内部被ばくの恐れがある負傷の場

合は、傷口を重点的に検査する。汚染が40Bq/cm2(13,000cpm)を上回ってい

る場合、可能であれば40Bq/cm2(13,000cpm)以下になるまで除染を行う。 
(カ) 所轄の労働基準監督署へ事故の報告を行う。 

② 重傷の時 
(ア) 直ちに作業を中断し、放射線管理事務局長及び統括責任者へ状況及び所在地

を連絡する。 
(イ) 直ちに作業を中断し、放射線管理事務局長及び統括責任者へ状況及び所在地

を連絡する。 
(ウ) 連絡を受けた放射線管理事務局長及び統括責任者は緊急時連絡体制表に基づ

き、速やかに関係各所へ事故発生の連絡を行う。 
(エ) 負傷者は可能であれば自身で圧迫止血等の応急処置を実施する。 
(オ) 負傷者を汚染検査室へ搬送する。 
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(カ) 負傷者の身体汚染検査を実施する。 
(キ) 裂傷等内部被ばくの恐れがある負傷の場合は傷口の汚染検査を実施する。 
(ク) 傷口の身体汚染が40Bq/cm2(13,000cpm)を上回っている場合、可能であれば

40Bq/cm2(13,000cpm)以下になるまで除染を行う。不可能な場合、緊急搬送

に備えて受傷部位をビニールで養生する等汚染拡散防止措置を行う。 
(ケ) 救急車を手配する。この時、汚染検査を行っていればその結果を伝える。 
(コ) 所轄の労働基準監督署へ事故の報告を行う。 

 
（4） 地震・洪水等の天災時の措置 

(ア) 地震が発生した際は身の安全確保を最優先とする。 
(イ) 揺れが収まったら損壊及び事故由来廃棄物等の飛散・流出の有無といった安

全確認を行う。事故由来廃棄物等の飛散等がある場合は、飛散・流出の拡大

を防止すること。 
(ウ) 中間貯蔵施設区域内から避難指示があった場合、身の安全確保を最優先とす

るため汚染検査を省略し、速やかに指定避難場所へ避難する。 
(エ) 避難場所で作業者の汚染検査を実施する。身体汚染が40Bq/cm2 (13,000cpm)

を上回っている場合、40Bq/cm2(13,000cpm)以下になるまで除染を行う。 
 

（5） 火災発生時の措置 
(ア) 火災を発見した者は、速やかに統括責任者へ連絡を入れる。 
(イ) 火災を発見した者は、可能であれば初期消火に努める。 
(ウ) 連絡を受けた統括責任者は緊急時連絡体制表に基づき、速やかに関係各所へ

事故発生の連絡を行う。 
(エ) 速やかに消防へ通報を行う。 
(オ) 初期消火が困難もしくは失敗した場合、身の安全確保を最優先とするため汚

染検査を省略し、速やかに指定避難場所へ避難する。 
(カ) 6. 避難場所で作業者の汚染検査を実施する。汚染が40Bq/cm2(13,000cpm)を

上回っている場合、40Bq/cm2(13,000cpm)以下になるまで除染を行う。 
 

（6） 交通事故時の措置 
(ア) 直ちに車両を安全な場所に止める。 
(イ) 事故によって負傷者が発生したら、負傷者の救命救急措置を最優先とする。 
(ウ) 運搬中の除去土壌等が飛散・流出していないかを確認する。 
(エ) 飛散・流出していた場合は、5.緊急事態の対応、②「事故由来廃棄物等が飛

散・流出した際の措置」に従い対応を行う。 
(オ) 飛散・流出していない場合は、速やかに統括責任者に「事故が起きたこと」
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「飛散・流出してないこと」を連絡する。 
 
６. その他 

本マニュアル内で規定されていない事象が発生した場合は、統括責任者へ連絡し指

示に従うこと。 
 
 

７. 緊急時連絡体制表 
 (1)緊急時の連絡体制表 

 
 
 (2)警察、消防、労基、病院等連絡先 
名称 住所 電話番号  
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第１章 総則 

１．１ 目的 

福島県内において除染等に伴って大量に発生した除去土壌等は、一定の期間、

中間貯蔵施設において安全に保管を行うこととしている。 

本共通仕様書は、中間貯蔵に係る調査・研究業務を実施するにあたって共通

の事項を定めるものである。 

 

１．２ 適用 

(1) 中間貯蔵・環境安全事業株式会社（以下「JESCO」という。）が発注する中

間貯蔵に係る調査・研究業務の実施に関する共通的な仕様等を示し、契約

図書の内容について、統一的な解釈及び運用を図るとともに、その他必要

な事項を定め、もって契約の適正な履行の確保を図るためのものである。 

(2) 契約図書は、相互に補完し合うものとし、そのいずれかによって定められ

ている事項は、契約の履行を規定するものとする。 

 設計図書の間に相違がある場合の優先順位は、次の①から⑤の順番とし、

これによりがたい場合は、調査社員と協議する。 

①質問回答書 

②現場説明書 

③特記仕様書 

④図面 

⑤共通仕様書 

(3) 受託者は、信義に従って誠実に業務を履行し、調査社員の指示がない限り

業務を継続しなければならない。 

 

１．３ 用語の定義 

本共通仕様書に使用する用語は、次の定義に定めるもののほか、平成 23 年 

3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放

出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法（平成 23

年法律第 110 号。）の定めるところによる。 

(1) ｢委託者」とは、JESCO の契約職をいう。 

(2) ｢受託者」とは、業務の実施に関し、委託者と委託契約を締結した個人若

しくは会社その他の法人をいう。 

(3) ｢契約図書」とは、契約書及び設計図書をいう。 

(4) ｢設計図書」とは、仕様書、図面、現場説明書及び質問回答書をいう。 

(5) ｢仕様書」とは、共通仕様書、特記仕様書をいい、「特記仕様書」は共通仕

様書を補足し、業務の履行に関する明細又は業務に固有の技術的要求を定

める図書をいう。 
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(6) ｢図面」とは、入札に際して委託者が示した設計図、委託者から変更又は

追加された設計図等をいう。 

(7) ｢現場説明書」とは、業務の入札に参加する者に対して、委託者が当該業

務の契約条件等を説明した書類をいう。 

(8) ｢質問回答書」とは、共通仕様書、特記仕様書、図面及び現場説明書に関

して、質問受付時に入札参加者から所定の手続きを経て寄せられた質問書

に対して委託者が回答する書面をいう。 

(9) ｢調査社員」とは、契約図書に定められた範囲内において受託者に対する

指示、承諾又は協議の職務等を行う者をいう。 

(10)｢業務管理者」とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統括を行うほか、

業務委託料の変更、業務委託料の請求及び受領並びに契約の解除に係る権

限を除き、契約に基づく受託者の一切の権限を履行することができる者で、

受託者が定めた者をいう。 

(11)｢主任技術者」とは、業務履行の技術上の管理を行う者で、受託者が定め

た者をいう。 

(12)｢照査技術者」とは、特記仕様書に定める成果物の内容の技術上の照査を

行う者をいう。 

(13)｢放射線業務従事者」とは、受託者の指示のもと、除染特別地域、汚染状

況重点調査地域等の場所で、個人の被ばく管理が必要な作業場所において、

作業を実施する者をいう。 

(14)｢同等の能力と経験を有する技術者」とは、業務に関する技術上の知識を

有する者で、特記仕様書で規定する者又は委託者が承諾した者をいう。 

(15)｢検査」とは、契約図書に基づき検査社員が業務の完了若しくは既済部分

又は一部分の完了を確認することをいう。 

(16)｢検査社員」とは、業務の検査を行う者をいう。 

(17)｢仮置場（積込場）」とは、除染等の措置に伴い発生した除去土壌等を福島

県の各市町村内で保管している施設をいう。 

(18)｢保管場」とは、仮置場（積込場）から運ばれた除去土壌等を中間貯蔵施

設区域内に一時保管する施設をいう。 

(19)｢指示」とは、調査社員が受託者に対し、業務の履行上必要な事項につい

て、書面によって示すことをいう。 

(20)｢協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、委託者又は調査

社員と受託者が対等の立場で合議し、結論を得て書面に残すことをいう。 

(21)｢確認」とは、契約図書に示された事項について、臨場又は関係資料によ

り、その内容について契約図書との適合を確かめることをいう。 

(22)｢承諾」とは、受託者が委託者又は調査社員に対し書面で申し出た事項に

ついて、委託者又は調査社員が書面により同意することをいう。 
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(23)｢報告」とは、受託者が調査社員に対し、業務の状況又は結果について、

書面により知らせることをいう。 

(24)｢提出」とは、受託者が調査社員に対し、業務に関する書面又はその他の

資料を提示して説明し、差し出すことをいう。 

(25)｢書面」とは、手書き又は印刷物等による伝達物をいい、発行年月日を記

載し、署名又は捺印したものを有効とする。ただし、緊急を要する場合は、

ファクシミリ又は電子媒体により伝達できるものとするが、後日有効な書

面と差し換えるものとする。 

(26)｢立会」とは、契約図書に示された項目において、調査社員が臨場し、そ

の内容を確認することをいう。 

(27)｢書類等審査」とは、契約図書に示された事項について、臨場又は関係資

料等により、その内容について契約図書との整合を確認することをいう。 

(28)｢打合せ」とは、業務を適正かつ円滑に実施するために、委託者と受託者

が面談等により、業務の方針及び条件等の疑義を正すことをいう。 

(29)｢申出」とは、受託者が契約内容の履行あるいは変更に関して、委託者に

対して、書面をもって同意を求めることをいう。 

(30)｢質問」とは、不明な点に関して書面をもって問うことをいう。 

(31)｢回答」とは、質問に対して書面をもって答えることをいう。 

(32)｢修補」（削除） 

(33)｢再委託者」とは、受託者が業務の履行に当たり、業務の一部を受託者の

下で請負わせ、又は委任させる者をいう。 

(34)｢業務期間」とは、業務を実施するための準備及び後片付け期間を含めた

始期日から終期日までの期間をいう。 

(35)｢業務着手」とは、業務のための準備作業に着手することをいう。 

 

第２章 業務の実施 

２．１ 業務の着手 

受託者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後 14 日以内に 

業務に着手しなければならない。この場合において、着手とは主任技術者が業

務の実施のため調査社員との打合せ又は現地踏査を開始することをいう。 

 

２．２ 受託者の義務 

受託者は、契約の履行に当たり業務の意図及び目的を十分に理解したうえで

業務に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十分に

発揮しなければならない。 
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２．３ 調査社員 

(1) 委託者は、業務における調査社員を定め、受託者に通知するものとする。 

(2) 調査社員は、契約の履行について委託者に代り監督し指示する権限を有す

るものであり、契約図書に定められた事項の範囲内において、指示、承諾、

協議等の職務を行うものとする。 

(3) 調査社員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。 

 ただし、緊急を要する場合、調査社員が受託者に対し口頭による指示等を

行った場合には、受託者はその指示に従うものとする。調査社員はその指

示等を行った後7日以内に書面で受託者にその内容を通知するものとする。 

 

２．４ 業務管理者 

(1) 受託者は、業務管理者を選任し、その氏名その他必要な事項を委託者に通

知するものとする。なお、変更した場合も同様とするものとする。 

(2) 業務管理者は、業務に際しては、受託者の使用人等（再委託者又はその代

理人若しくはその使用人その他これに準じる者を含む。）に適宜、安全対

策、環境対策、衛生管理、受託者の行うべき地元関係者に対する対応等の

指導及び教育を行うとともに、業務が適正に遂行されるように管理及び監

督しなければならない。 

(3) 業務管理者と主任技術者は、これを兼ねることができるものとする。 

(4) 業務管理者は、日本語に堪能でなければならない。 

 

２．５ 主任技術者 

(1) 受託者は、業務における主任技術者を定め、その氏名その他必要な事項を

委託者に通知するものとする。なお、変更した場合も同様とするものとす

る。 

(2) 主任技術者は、特記仕様書に示す資格の保有者であり、業務の履行に当た

って、日本語に堪能でなければならない。 

(3) 主任技術者に委任できる権限は、契約図書に基づき業務履行の技術上の管

理を行うこととする。 

(4) 主任技術者は、調査社員が指示する場合には、関連する他の業務の受託者

と十分に協議のうえ相互に協力し、業務を履行しなければならない。 

 

２．６ 照査技術者 

(1) 受託者は、特記仕様書に定める場合には、成果物の内容の技術上の照査を

行う照査技術者を定め、その氏名その他必要な事項を委託者に通知するも

のとする。なお、変更した場合も同様とするものとする。 
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(2) 照査技術者は、業務管理者及び主任技術者を兼ねることができないものと

する。 

(3) 照査技術者は、特記仕様書に示す資格の保有者であり、業務の履行に当た

って、日本語に堪能でなければならない。 

 

２．７ 業務管理者等に対する措置請求 

(1) 委託者は、業務管理者、主任技術者、照査技術者、受託者の使用人、受託

者から業務を委任され、若しくは請け負った者が、業務の実施につき著し

く不適当と認められるときは、受託者に対して、その理由を明示した書面

により、必要な措置をとるべきことを請求することができるものとする。 

(2) 受託者は、請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、そ

の結果を請求を受けた日から 10 日以内に委託者に通知するものとする。 

 

２．８ 提出書類 

(1) 受託者は、契約締結後に、委託者が指定した様式による契約履行上の書類

を、調査社員を経由して委託者に遅滞なく提出しなければならない。 

(2) 受託者が委託者に提出する書類で様式が定められていないものは、受託者

において定め、提出するものとする。ただし、委託者がその様式を指示し

た場合は、これによる。 

 

２．９ 打合せ及び記録等 

(1) 業務を適正かつ円滑に実施するため、主任技術者と調査社員は密接な連絡

をとり、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容について

はその都度受託者が書面（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認しなけれ

ばならない。 

(2) 業務着手時及び設計図書で定める時期において、主任技術者と調査社員は

打合せを行うものとし、その結果について主任技術者が書面（打合せ記録

簿）に記録し相互に確認しなければならない。 

(3) 主任技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速

やかに調査社員と協議するものとする。 

 

２．10 業務計画書 

(1) 受託者は、契約締結後 14 日以内に業務計画書を作成し、調査社員に提 

出しなければならない。 

(2) 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

①業務概要 

②実施方針 
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③業務工程 

④主任技術者、照査技術者の経歴 

⑤業務実施体制 

⑥再委託者がある場合は、再委託者の概要、担当する業務内容及び担当技

術者 

⑦打合せ計画 

⑧成果物の内容、部数 

⑨使用する主な図書及び基準 

⑩個人情報、機密情報の取り扱い 

⑪情報セキュリティの確保 

⑫連絡体制（緊急時含む） 

⑬その他調査社員が必要に応じて指定する事項 

(3) 受託者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を明確にした

うえで、その都度調査社員に変更業務計画書を提出しなければならない。 

(4) 調査社員が指示した事項については、受託者は更に詳細な業務計画に係る

資料を提出しなければならない。 

 

２．11 関係官公庁等への手続き等 

(1) 受託者は、業務の実施に当たっては、委託者が行う関係官公庁等への手続

きの際に協力しなければならない。また受託者は、業務を実施するため、

関係官公庁等に対する諸手続きが必要な場合は、速やかに行うものとする。 

(2) 受託者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、遅滞なくその旨を調査

社員に報告し協議するものとする。 

 

２．12 調査に必要な手続き等（土地への立入り等） 

(1) 受託者は、屋外で行う業務を実施するため国有地、公有地又は私有地に立

入る場合は、調査社員及び関係者と十分な協議を保ち、業務が円滑に進捗

するように努めなければならない。なお、やむを得ない理由により現地へ

の立入りが不可能になった場合には、ただちに調査社員に報告し指示を受

けなければならない。 

(2) 受託者は、業務の実施に当たり関係法令等に基づき必要な手続きが存する

場合は、当該手続きは受託者が責任をもって行うものとする。また、業務

の実施に伴い使用する用地の補償その他補償に係る費用は受託者の負担

によるものとする。 

 

２．13 立入りの手続き 

受託者は、調査のため、帰還困難区域又は第 3者の土地に立入る場合は、所
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定の用紙に必要事項等を記載し、調査社員に提出し身分証明書及び車両通行証

の交付を受け、立入りに際しては、これを常に携帯しなければならない。また、

不要となった身分証明書及び車両通行証は業務終了後直ちに調査社員に返却

するものとする。 

 

２．14 立入り範囲 

受託者は、調査社員が指定する場所以外には、立入らないものとする。ただ

し、調査のため調査社員が指定する場所以外に立入らなければならない事由が

生じた場合には、事前に調査社員へ連絡し、指示を受けるものとする。  

 

２．15 特殊勤務手当 

本業務のうち帰還困難区域で作業する場合、その業務環境の特殊性に鑑み、

労務単価に加え、特殊勤務手当を支給する。 

(1) 帰還困難区域における屋外作業については、1人 1日当たり 6,600 円を 

それぞれ支払うこととする。なお、1 日の作業時間が 4 時間に満たない場

合には、手当に 100 分の 60 を乗じた額とする。 

(2) 帰還困難区域における屋内作業については、特記仕様書による。 

(3) 特殊勤務手当は作業時間等に応じて支給額が異なる事から精算変更を行

うので、業務場所・業務内容・集積線量・手当の額等を管理できる特殊勤

務手当管理簿等の記録を提出すること。また、業務完了時に特殊勤務手当

が適正に支払われていることが確認できる賃金台帳等を提示すること。 

(4) 特殊勤務手当対象外の作業については、特記仕様書による。 

(5) 本業務において著しく作業環境の特殊性が見られる作業がある場合は、特

殊勤務手当について、委託者と受託者で別途協議するものとする。 

 

２．16 地域との協調 

(1) 受託者は、契約図書の定め又は調査社員の指示により受託者が行うべき地

元関係者への説明、交渉等を行う場合には、交渉等の内容を書面で随時、

調査社員に報告し、指示があればそれに従うものとする。 

(2) 受託者は、業務の実施中に委託者が地元協議等を行い、その結果を条件と

して業務を実施する場合には、調査社員の指示するところにより、地元協

議等に立会うとともに、説明資料及び記録の作成を行うものとする。 

(3) 受託者は、業務の実施にあたり法令、協定等を遵守し、地域との協調を保

ち問題が生じないよう注意を払うとともに、万一問題が生じた場合には、

速やかに調査社員に報告し、その指示を受けるものとする。 

２．17 環境物品等の調達 

受託者は、契約図書に基づいて業務実施中又は完成時に提出する紙類・納入
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印刷物及び納入印刷物に付属する文具類（ファイル等）については、グリーン

購入法（国等による環境物品等の調達の推進に関する法律）に基づく基本方針

の基準によるものとし、当該基準に適合した物品を調達し、使用したことを証

する書類を業務終了時に委託者に提出すること。 

なお、環境物品等の調達の推進に関する基本方針は環境省ホームページから

ダウンロードできる。（資料名：環境物品等の調達の推進に関する基本方針（最

新版））また、資材、建設機械等の調達については、国土交通省ホームページ

からダウンロードできる。（特定調達品目調達ガイドライン（案）（最新版）） 

 

２．18 業務の成果物 

(1) 受託者は、業務が完了したときは、契約図書に示す成果物を完了届ととも

に提出し、検査を受けるものとする。 

(2) 受託者は、契約図書に定めがある場合又は調査社員の指示する場合で同意

したときは、履行期間中においても成果物の部分引き渡しを行うものとす

る。 

 

２．19 関連法令及び条例等の遵守 

受託者は、業務の実施に当たっては、関連する関係諸法規及び条例、協定等

を遵守しなければならない。 

 

２．20 検査等 

(1) 受託者は、委託者に対して業務の完了を完了届により通知する時までに、

契約図書により義務付けられた書類の整備をすべて完了し、調査社員に提

出しておかなければならない。 

(2) 調査社員は、業務の検査に当たっては、あらかじめ、業務管理者に対して

検査日を通知するものとする。その通知があった場合、受託者は、検査に

必要な書類や成果物等を整備するとともに、屋外で行う検査においては、

必要な人員及び機材を準備し提供しなければならない。この場合検査に要

する費用は受託者の負担とする。 

(3) 検査社員は、調査社員及び業務管理者の立会のうえ、次の各号に掲げる検

査を行うものとする。 

①業務の成果物の検査 

②業務管理状況の検査 

業務実施の状況については、書類、記録及び写真等により行う。 

２．21 ｢修補」（削除） 
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２．22 業務の再委託 

受託者は、主たる業務を再委託してはならない。ただし、調査社員の承諾を

得て行う軽微な再委託についてはこの限りではない。 

 

２．23 著作権等の扱い 

(1) 成果物に関する著作権、著作隣接権、商標権、商品化権、意匠権及び所有

権（以下「著作権等」という。）は、委託者が保有するものとする。 

(2) 成果物に含まれる受託者又は第 3者が権利を有する著作物等（以下「既 

存著作物」という。）の著作権等は、個々の著作者等に帰属するものとす

る。 

(3) 納入される成果物に既存著作物等が含まれる場合には、受託者が当該既存

著作物の使用に必要な費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続

を行うものとする。 

 

２．24 守秘義務 

(1) 受託者は、本業務の実施過程で知り得た秘密を第 3者に漏らしてはなら 

ない。 

(2) 受託者は、本業務の結果（本業務の過程において得られた記録等を含む。）

を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡してはならない。ただし、あらか

じめ委託者の書面による承諾を得たときはこの限りではない。 

(3) 受託者は、本業務に関して委託者から貸与された情報その他知り得た情報

を業務計画書に記載される者以外には秘密とし、また、本業務の遂行以外

の目的に使用してはならない。 

(4) 受託者は、本業務に関して委託者から貸与された情報その他知り得た情報

を本業務の終了後においても他者に漏らしてはならない。 

(5) 取り扱う情報は、本業務のみに使用し、他の目的には使用しないこと。ま

た、委託者の許可なく複製しないこと。 

(6) 受託者は、本業務に関して委託者から貸与された情報その他知り得た情報

について、本業務完了時に、委託者への返却若しくは消去又は破棄を確実

に行うこと。 

(7) 受託者は、本業務の遂行において貸与された情報の外部への漏えい若しく

は目的外利用が認められ又そのおそれがある場合には、これを速やかに委

託者に報告すること。 

 

２．25 個人情報の取り扱い 

(1) 受託者は、個人情報の保護の重要性を認識し、本契約による事務を処理す

るための個人情報の取り扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害するこ
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とのないよう、個人情報の保護に関する法律第 20 条の規定に基づき、 

個人情報の漏えい、滅失、改ざん又はき損の防止その他の個人情報の適切

な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

(2) 受託者は、本契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに

他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、

又は解除された後においても同様とする。 

(3) 受託者は、本契約による事務を処理するために個人情報を取得するときは、

あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。また、

当該利用目的の達成に必要な範囲内で、適正かつ公正な手段で個人情報を

取得しなければならない。 

(4) 受託者は、調査社員の指示又は承諾があるときを除き、本契約による事務

を処理するための利用目的以外の目的のために個人情報を自ら利用し、又

は提供してはならない。 

(5) 受託者は、調査社員の指示又は承諾があるときを除き、本契約による事務

を処理するために調査社員から提供を受けた個人情報が記録された資料

等を複写し、又は複製してはならない。 

(6) 受託者は、調査社員の指示又は承諾があるときを除き、本契約による事務

を処理するための個人情報については自ら取り扱うものとし、第 3者にそ

の取り扱いを伴う事務を再委託してはならない。 

(7) 受託者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあ

ることを知ったときは、速やかに調査社員に報告し、適切な措置を講じな

ければならない。なお、調査社員の指示があった場合はこれに従うものと

する。また、本契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

(8) 受託者は、本契約による事務を処理するために調査社員から貸与され、又

は調査社員が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、

この契約の終了後又は解除後速やかに調査社員に返却し、又は引き渡さな

ければならない。ただし、調査社員が、廃棄又は消去など別の方法を指示

したときは、当該指示に従うものとする。 

(9) 調査社員は、受託者における個人情報の管理の状況について適時確認する

ことができる。また、調査社員は必要と認めるときは、受託者に対し個人

情報の取り扱い状況について報告を求め、又は検査することができる。 

(10)受託者は、本契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定

するなど管理体制を定めなければならない。 

(11)受託者は、従事者に対し、在職中及び退職後においても本契約による事務

に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目

的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を

周知しなければならない。 
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２．26 情報セキュリティの確保 

(1) 受託者は、業務の開始時に、当該業務に係る情報セキュリティ対策とその

実施方法及び管理体制について委託者に書面で提出する。 

(2) 受託者は、委託者から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機密

性の格付けに応じて適切に取り扱うための措置を講ずること。また、本業

務において受託者が作成する情報については、調査社員の指示に応じて適

切に取り扱うこと。 

(3) 情報セキュリティ対策の履行が不十分と見なされるとき又は受託者にお

いて本業務に係る情報セキュリティ事故が発生したときは、必要に応じて

調査社員の行う情報セキュリティ対策に関する監査を受け入れること。 

(4) 受託者は、業務の終了時に、本業務で実施した情報セキュリティ対策を報

告すること。 

 

第３章 安全等の確保 

３．１ 安全管理  

(1) 受託者は、安全に関する諸法令を遵守し、常に交通安全確保をはじめとす

る業務の安全に留意し、災害の防止を図らなければならない。また、その

ために必要な教育や資質の確認を不断に行わなければならない。 

(2) 受託者は、労働災害及び一般公衆の迷惑となる事態が万一発生した場合は、

その被害を最小限度にとどめるよう最善を尽くすとともに、必ず調査社員

へ報告すること。 

(3) 受託者は、本業務の実施にあたり安全管理計画書を策定し調査社員に提出

し、これに従い安全管理を実施するものとする。 

(4) 帰還困難区域での作業は、以下の各号に該当する準備を行うこと。 

①帰還困難区域においては、水道、電気、ガスなどのインフラが利用不可

能な場合もあることから、作業の実施に際しては、必要な準備を行うこ

と。 

②帰還困難区域においては、救急車、消防車その他緊急車両等の立入りが

制限される場合もあるため、事故や火災等の防止に努めるほか、緊急の

事態に対応できるよう、必要な準備を行うこと。 

(5) 受託者は、業務で使用する車両には、ドライブレコーダーを装備すること。 

(6) 受託者は、始業前点呼を行ない、作業員の体調確認（顔色、眠気の有無、

応答の声の調子等の確認）を行い作業に支障をきたすおそれがある者は作

業させないこと。また、特に車の運転業務に携わる者については、アルコ

ール検知器を用いて、運転者の呼気を確認し、酒気帯びの運転となるおそ

れがある者については運転させないこと。 
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３．２ 電離放射線管理に関する事項 

(1) 受託者は、本業務の実施にあたり次の規則及びガイドラインを遵守するこ

と。 

①規則 

ｲ. 東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を

除染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則（平成23年厚

生労働省令第152号） 

ﾛ. 電離放射線障害防止規則（昭和47年労働省令第41号） 

②ガイドライン 

ｲ. 除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドラ

イン（平成23年12月22日付け基発12222第6号） 

ﾛ. 特定線量下業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイ

ドライン（平成24年6月15日付け基発0615第6号） 

ﾊ. 事故由来廃棄物等処分業務に従事する労働者の放射線障害防止の

ためのガイドライン（平成25年4月12日付け基発0412第2号） 

(2) 受託者は、放射線業務に関する以下の書類を提出すること。 

①1日あたりの個人被ばく線量（ポケット線量計測定値） 

 日々の個人被ばく線量を毎日の作業終了後提出すること。またその線量

の 1か月間の集計値を提出すること。 

②一定期間の個人被ばく線量（ガラスバッジ、ポケット線量計等による評

価値） 

 1 か月間、四半期間及び 1 年間の個人被ばく線量について、集計後速や

かに提出すること。 

③放射線業務従事者を「除染等業務従事者線量登録管理制度」に登録する

ために必要な書類 

 氏名、被ばく歴、生年月日、特殊健康診断実施期日（法令上必要な場合）、

特別教育実施期日等を記載した書類を、指定日までに提出すること。 

④中央登録センターへの定期線量登録及び記録の引き渡しに必要な書類 

 定期線量登録に必要な氏名、中央登録番号、生年月日、四半期被ばく線

量等を記載した所定の様式を四半期ごとに、線量等の引き渡しに必要な

作業期間中の被ばく線量等を記載した書類及び特殊健康診断結果の写

しを提出すること。 

 

３．３ 作業災害の防止  

受託者は、作業中常に完全な安全装備（保護衣・保護具等）を常備し、これ

を必要とする作業には、必ず作業員に着用させるものとする。 
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３．４ 盗難及び災害の防止 

(1) 受託者は、本業務の実施にあたり支給品を含む材料、機器、機材、設備等

の盗難及び災害防止のための管理を行うとともに、機器、設備等に損傷を

与えるおそれがある場合は、安全処置を適切に行うものとする。 

 また、その他委託者が指示する措置を適切に行うものとする。 

(2) 受託者は、本業務の実施にあたり委託者が貸与する材料、機器、機材、設

備等の善良な管理を行うものとする。 

 

３．５ 事故・災害発生時の措置 

万一事故・災害が発生した場合には、発見者は自ら、あるいは業務管理者又

は主任技術者を通じて、直ちに調査社員に通報連絡を行うとともに、初期活動

（人命救助を含む。）を行うこと。ただし、自らの安全確保を最優先とするこ

と。 

 

３．６ 事故報告書 

受託者は、業務中に事故が発生した場合には、直ちに調査社員に通報すると

ともに、調査社員が指示する様式で、指示する期日までに事故発生報告書を提

出しなければならない。 

 

第４章 補則 

４．１ 補則 

この仕様書の記載事項の解釈に疑義を生じ、又は見解を異にする場合、もし

くは定めのない事項が生じた場合は、委託者と受託者の間で協議して決定する

ものとする。 

 

以上 

 



 

競争参加資格確認申請書 

 

                                                         令和  年  月  日 

   中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

    管理部長  近藤 亮太 殿 

 

 

                                   住      所   

                                   商号又は名称 

                                   代 表 者 氏 名                         

 

 

  令和3年7月28日付けで公告のありました除染技術実証試験事業により発生した除去土

壌等の分析業務（令和３年度）に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類

を添えて申請します。 

 なお、発注説明書４の競争参加資格を満たしていること及び添付書類の内容について

は事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

  １．令和01・02・03（平成31・32・33）年度に有効な全省庁統一資格（役務の提供等

、営業品目「調査・研究」）の審査結果通知書の写し。 

ただし、令和01・02・03年度の同条件の資格の申請中である場合はその写し。 

 

２． 発注説明書の４ 競争参加資格（９）が確認できる書類を添付すること。 

①について「計量証明事業登録証」の写し 

 

                                     

注１） 添付資料は競争参加資格申請書に添付せず、別ファイルとする。 

   

   

 

担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 
部 署 名： 
責任者名： 
担当者名： 
Ｔ Ｅ Ｌ： 
Ｆ Ａ Ｘ： 
Ｅ-mail ： 
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